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(57)【要約】
【課題】実行可能な連携機能の情報を提供する。
【解決手段】操作アシスタントに複数の機器の情報が提
供された場合、複数の機器を利用して実行可能な連携機
能の通知が制御される。
【選択図】図８
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　操作アシスタントに複数の機器の情報を送ることで複数の機器を利用して実行可能な連
携機能の通知を制御する制御手段を有する情報処理装置。
【請求項２】
　操作アシスタントに複数の機能の情報を送ることで複数の機能を利用して実行可能な連
携機能の通知を制御する制御手段を有する情報処理装置。
【請求項３】
　操作アシスタントに機器と機能の情報を送ることで機器と機能を利用する連携機能の通
知を制御する制御手段を有する情報処理装置。
【請求項４】
　操作アシスタントに複数のファイルの情報を送ることで連携機能の通知を制御する制御
手段を有する情報処理装置。
【請求項５】
　操作アシスタントに複数のソフトウェアの情報を送ることで複数のソフトウェアを利用
して実行可能な連携機能の通知を制御する制御手段を有する情報処理装置。
【請求項６】
　機器、機能、ファイル及びソフトウェアの中の少なくとも２つの組み合わせの情報を操
作アシスタントに送ることで前記組み合わせを利用して実行可能な連携機能の通知を制御
する制御手段を有する情報処理装置。
【請求項７】
　前記制御手段は、前記情報としての画像が前記操作アシスタントに紐付く画像に繋げら
れた場合、連携機能の通知を制御する、
　ことを特徴とする請求項１から請求項６何れかに記載の情報処理装置。
【請求項８】
　前記制御手段は、前記情報としての画像が前記操作アシスタントに紐付く画像に重ねら
れた場合、連携機能の通知を制御する、
　ことを特徴とする請求項１から請求項６何れかに記載の情報処理装置。
【請求項９】
　前記制御手段は、前記操作アシスタントに紐付く画像に重ねられた前記情報としての複
数の画像によって合成画像を更に生成する、
　ことを特徴とする請求項８に記載の情報処理装置。
【請求項１０】
　前記情報としての画像を前記操作アシスタントに紐付く画像に重ねる操作がユーザによ
って行われた場合、前記制御手段は、前記情報としての画像が前記操作アシスタントに紐
付く画像に吸い込まれる表示演出を更に実行する、
　ことを特徴とする請求項８又は請求項９に記載の情報処理装置。
【請求項１１】
　前記制御手段は、連携機能の実行が不可能な場合、前記操作アシスタントに紐付く画像
から前記情報としての画像を吐き出す表示演出を更に実行する、
　ことを特徴とする請求項１０に記載の情報処理装置。
【請求項１２】
　前記情報としての画像を前記操作アシスタントに紐付く画像に重ねる操作がユーザによ
って行われた場合、前記制御手段は、前記操作アシスタントが表示されている位置で前記
情報としての画像が消える演出を更に実行する、
　ことを特徴とする請求項８又は請求項９に記載の情報処理装置。
【請求項１３】
　前記制御手段は、連携機能の実行が不可能な場合、前記操作アシスタントに紐付く画像
から前記情報としての画像を再表示する演出を更に実行する、
　ことを特徴とする請求項１２に記載の情報処理装置。
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【請求項１４】
　前記制御手段は、制限時間内に前記情報が前記操作アシスタントに送られた場合、連携
機能の通知を制御する、
　ことを特徴とする請求項１から請求項１３何れかに記載の情報処理装置。
【請求項１５】
　前記制御手段は、前記情報を前記操作アシスタントに送る順番に応じた連携機能の通知
を制御する、
　ことを特徴とする請求項１から請求項１４何れかに記載の情報処理装置。
【請求項１６】
　前記制御手段は、前記情報としての画像中の部分が前記操作アシスタントに送られた場
合、前記部分に応じた連携機能の通知を制御する、
　ことを特徴とする請求項１から請求項１５に記載の情報処理装置。
【請求項１７】
　前記操作アシスタントは学習機能を有しており、
　前記制御手段は、前記操作アシスタントが得た情報に応じて連携機能の通知を更に変え
る、
　ことを特徴とする請求項１から請求項１６何れかに記載の情報処理装置。
【請求項１８】
　コンピュータを、
　操作アシスタントに複数の機器の情報を提供することで複数の機器を利用して実行可能
な連携機能の通知を制御する制御手段、
　を実行させるプログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、情報処理装置及びプログラムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　特許文献１には、画像形成装置に関する撮像画像に付加情報を重畳させた拡張現実画像
を生成して表示する技術が開示されている。
【０００３】
　特許文献２には、画像形成装置に操作パネルが装着されていない状態で、撮像手段によ
って撮像されて表示部に表示されている映像に、操作方法を示す画像を合成して表示する
技術が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１４－４８６７２号公報
【特許文献２】特開２０１２－９６４４８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明の目的は、実行可能な連携機能の情報を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　請求項１に記載の発明は、操作アシスタントに複数の機器の情報を送ることで複数の機
器を利用して実行可能な連携機能の通知を制御する制御手段を有する情報処理装置である
。
【０００７】
　請求項２に記載の発明は、操作アシスタントに複数の機能の情報を送ることで複数の機
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能を利用して実行可能な連携機能の通知を制御する制御手段を有する情報処理装置である
。
【０００８】
　請求項３に記載の発明は、操作アシスタントに機器と機能の情報を送ることで機器と機
能を利用する連携機能の通知を制御する制御手段を有する情報処理装置である。
【０００９】
　請求項４に記載の発明は、操作アシスタントに複数のファイルの情報を送ることで連携
機能の通知を制御する制御手段を有する情報処理装置である。
【００１０】
　請求項５に記載の発明は、操作アシスタントに複数のソフトウェアの情報を送ることで
複数のソフトウェアを利用して実行可能な連携機能の通知を制御する制御手段を有する情
報処理装置である。
【００１１】
　請求項６に記載の発明は、機器、機能、ファイル及びソフトウェアの中の少なくとも２
つの組み合わせの情報を操作アシスタントに送ることで前記組み合わせを利用して実行可
能な連携機能の通知を制御する制御手段を有する情報処理装置である。
【００１２】
　請求項７に記載の発明は、前記制御手段は、前記情報としての画像が前記操作アシスタ
ントに紐付く画像に繋げられた場合、連携機能の通知を制御する、ことを特徴とする請求
項１から請求項６何れかに記載の情報処理装置である。
【００１３】
　請求項８に記載の発明は、前記制御手段は、前記情報としての画像が前記操作アシスタ
ントに紐付く画像に重ねられた場合、連携機能の通知を制御する、ことを特徴とする請求
項１から請求項６何れかに記載の情報処理装置である。
【００１４】
　請求項９に記載の発明は、前記制御手段は、前記操作アシスタントに紐付く画像に重ね
られた前記情報としての複数の画像によって合成画像を更に生成する、ことを特徴とする
請求項８に記載の情報処理装置である。
【００１５】
　請求項１０に記載の発明は、前記情報としての画像を前記操作アシスタントに紐付く画
像に重ねる操作がユーザによって行われた場合、前記制御手段は、前記情報としての画像
が前記操作アシスタントに紐付く画像に吸い込まれる表示演出を更に実行する、ことを特
徴とする請求項８又は請求項９に記載の情報処理装置である。
【００１６】
　請求項１１に記載の発明は、前記制御手段は、連携機能の実行が不可能な場合、前記操
作アシスタントに紐付く画像から前記情報としての画像を吐き出す表示演出を更に実行す
る、ことを特徴とする請求項１０に記載の情報処理装置である。
【００１７】
　請求項１２に記載の発明は、前記情報としての画像を前記操作アシスタントに紐付く画
像に重ねる操作がユーザによって行われた場合、前記制御手段は、前記操作アシスタント
が表示されている位置で前記情報としての画像が消える演出を更に実行する、ことを特徴
とする請求項８又は請求項９に記載の情報処理装置である。
【００１８】
　請求項１３に記載の発明は、前記制御手段は、連携機能の実行が不可能な場合、前記操
作アシスタントに紐付く画像から前記情報としての画像を再表示する演出を更に実行する
、ことを特徴とする請求項１２に記載の情報処理装置である。
【００１９】
　請求項１４に記載の発明は、前記制御手段は、制限時間内に前記情報が前記操作アシス
タントに送られた場合、連携機能の通知を制御する、ことを特徴とする請求項１から請求
項１３何れかに記載の情報処理装置である。
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【００２０】
　請求項１５に記載の発明は、前記制御手段は、前記情報を前記操作アシスタントに送る
順番に応じた連携機能の通知を制御する、ことを特徴とする請求項１から請求項１４何れ
かに記載の情報処理装置である。
【００２１】
　請求項１６に記載の発明は、前記制御手段は、前記情報としての画像中の部分が前記操
作アシスタントに送られた場合、前記部分に応じた連携機能の通知を制御する、ことを特
徴とする請求項１から請求項１５に記載の情報処理装置である。
【００２２】
　請求項１７に記載の発明は、前記操作アシスタントは学習機能を有しており、前記制御
手段は、前記操作アシスタントが得た情報に応じて連携機能の通知を更に変える、ことを
特徴とする請求項１から請求項１６何れかに記載の情報処理装置である。
【００２３】
　請求項１８に記載の発明は、コンピュータを、操作アシスタントに複数の機器の情報を
提供することで複数の機器を利用して実行可能な連携機能の通知を制御する制御手段、を
実行させるプログラムである。
【発明の効果】
【００２４】
　請求項１，２，３，４，５，６，１８に記載の発明によれば、実行可能な連携機能の情
報が提供される。
【００２５】
　請求項７に記載の発明によれば、画像を繋げる操作によって、連携機能の情報が提供さ
れる。
【００２６】
　請求項８，９に記載の発明によれば、画像を重ねる操作によって、連携機能の情報が提
供される。
【００２７】
　請求項１０，１２に記載の発明によれば、画像が操作アシスタントに紐付く画像に重ね
られる様子がユーザにとって明確になる。
【００２８】
　請求項１１，１３に記載の発明によれば、連携機能の実行が不可能なことがユーザにと
って明確になる。
【００２９】
　請求項１４に記載の発明によれば、制限時間によって連携機能の通知が制御される。
【００３０】
　請求項１５に記載の発明によれば、操作の順番に応じた連携機能の情報が提供される。
【００３１】
　請求項１６に記載の発明によれば、部分に応じた連携機能の情報が提供される。
【００３２】
　請求項１７に記載の発明によれば、操作アシスタントが得た情報に応じた連携機能の情
報が提供される。
【図面の簡単な説明】
【００３３】
【図１】本発明の第１実施形態に係る機器システムの構成を示すブロック図である。
【図２】端末装置の構成を示すブロック図である。
【図３】画像形成装置の構成を示すブロック図である。
【図４】サーバの構成を示すブロック図である。
【図５】画像形成装置の外観を示す模式図である。
【図６】機器機能管理テーブルを示す図である。
【図７】連携機能管理テーブルを示す図である。
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【図８】画面を示す図である。
【図９】画面を示す図である。
【図１０】機器システムの動作を示すシーケンス図である。
【図１１】画面を示す図である。
【図１２】画面を示す図である。
【図１３】画面を示す図である。
【図１４】画面を示す図である。
【図１５】画面を示す図である。
【図１６】変形例３に係る連携機能管理テーブルを示す図である。
【図１７】画面を示す図である。
【図１８】画面を示す図である。
【図１９】変形例４に係る機器機能管理テーブルを示す図である。
【図２０】画面を示す図である。
【図２１】画面を示す図である。
【図２２】変形例４に係る機器機能管理テーブルの別の例を示す図である。
【図２３】変形例４に係る連携機能管理テーブルを示す図である。
【図２４】画面を示す図である。
【図２５】第２実施形態に係る連携機能管理テーブルを示す図である。
【図２６】画面を示す図である。
【図２７】画面を示す図である。
【図２８】第３実施形態に係る連携機能管理テーブルを示す図である。
【図２９】画面を示す図である。
【図３０】第４実施形態に係る連携機能管理テーブルを示す図である。
【図３１】画面を示す図である。
【図３２】画面を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００３４】
＜第１実施形態＞
　図１を参照して、本発明の第１実施形態に係る情報処理システムとしての機器システム
について説明する。図１には、第１実施形態に係る機器システムの一例が示されている。
【００３５】
　第１実施形態に係る機器システムは、一例として、端末装置１０と、複数の機器（例え
ば機器１２，１４）と、外部装置の一例としてのサーバ１６と、を含む。図１に示す例で
は、端末装置１０、機器１２，１４及びサーバ１６は、ネットワーク等の通信経路Ｎを介
して互いに通信する機能を備えている。もちろん、端末装置１０、機器１２，１４及びサ
ーバ１６は、通信経路Ｎを利用せずに、それぞれ異なる通信経路を介して他の装置と通信
を行ってもよい。図１に示す例では、２つの機器（機器１２，１４）が機器システムに含
まれているが、３つ以上の機器が機器システムに含まれていてもよい。また、複数の端末
装置１０や複数のサーバ１６が、機器システムに含まれていてもよい。なお、サーバ１６
は機器システムに含まれていなくてもよい。
【００３６】
　端末装置１０は、パーソナルコンピュータ（ＰＣ）、タブレットＰＣ、スマートフォン
、携帯電話、等の装置であり、他の装置との間でデータを送受信する機能を有する。また
、端末装置１０は、ウェアラブル端末（腕時計型端末、リストバンド型端末、眼鏡型端末
、指輪型端末、コンタクトレンズ型端末、体内埋め込み型端末、ヒアラブル端末等）であ
ってもよい。端末装置１０は、例えば、機器の利用時にユーザインターフェース部（ＵＩ
部）として機能する。
【００３７】
　機器１２，１４は機能を有する装置であり、例えば、画像形成機能を備えた画像形成装
置、ＰＣ、タブレットＰＣ、スマートフォン、携帯電話、ロボット（人型ロボット、人以
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外の動物型ロボット、それら以外のロボット等）、プロジェクタ、液晶ディスプレイ等の
表示装置、記録装置、再生装置、カメラ等の撮像装置、冷蔵庫、炊飯器、電子レンジ、コ
ーヒーメーカー、掃除機、洗濯機、空調機、照明機器、時計、監視カメラ、自動車、二輪
車、航空機（例えば無人航空機（いわゆるドローン））、ゲーム機、各種のセンシング機
器（例えば温度センサ、湿度センサ、電圧センサ、電流センサ等）等の装置である。機器
１２，１４は、ユーザに対してアウトプットを出力する機器（例えば画像形成装置やＰＣ
等）であってもよいし、ユーザに対してアウトプットを出力しない機器（例えばセンシン
グ機器）であってもよい。また、後述する連携機能を実行する複数の機器の中のすべての
機器が、ユーザに対してアウトプットを出力する機器であってもよいし、一部の機器がユ
ーザに対してアウトプットを出力する機器であり、他の機器がユーザに対してアウトプッ
トを出力しない機器であってもよいし、すべての機器がユーザに対してアウトプットを出
力しない機器であってもよい。機器１２，１４の概念の範疇には機器全般が含まれてもよ
い。例えば、情報機器、映像機器、音響機器、その他の機器も、本実施形態に係る機器の
範疇に含まれてもよい。また、機器１２，１４は、他の装置との間でデータを送受信する
機能を有する。
【００３８】
　サーバ１６は、データの管理、ユーザ情報の管理、機器１２，１４の管理等を行う装置
である。また、サーバ１６は、他の装置との間でデータを送受信する機能を有する。
【００３９】
　端末装置１０においてユーザの操作を補助する操作アシスタント（パーソナルアシスタ
ント）が用いられる。操作アシスタントは、例えば、ユーザから問い合わせを受け、その
問い合わせ内容を解析することで、その問い合わせに対する回答を作成してユーザに提供
する機能を有する。操作アシスタントは例えばプログラムを実行することで実現され、そ
のプログラムは例えば端末装置１０にインストールされている。もちろん、操作アシスタ
ントに関するプログラムは、サーバ１６等の外部装置にインストールされ、操作アシスタ
ントの機能が、サーバ１６から端末装置１０に対して提供されてもよい。また、操作アシ
スタントは人工知能（ＡＩ）によって実現されてもよい。例えば、操作アシスタントは、
人工知能による学習機能を有し、その学習機能によって、人に近い判断を行う能力を有し
ていてもよい。また、ニューラルネットワーク型のディープラーニングが利用されてもよ
いし、部分的に学習分野を強化する強化学習等が利用されてもよいし、その他、遺伝的ア
ルゴリズム、クラスタ分析、自己組織化マップ、アンサンブル学習、等が利用されてもよ
い。もちろん、これら以外の人工知能に関する技術が利用されてもよい。
【００４０】
　操作アシスタントを利用することで、各機器が有する機能の表示や、複数の機能を利用
して実行可能な連携機能の表示等が制御される。各機器が有する機能や連携機能の特定処
理は、端末装置１０によって行われてもよいし、サーバ１６等の外部装置によって行われ
てもよい。以下では、端末装置１０によって上記の特定処理が行われるものとする。
【００４１】
　以下、図２を参照して、端末装置１０の構成について詳しく説明する。
【００４２】
　通信部１８は通信インターフェースであり、他の装置にデータを送信する機能、及び、
他の装置からデータを受信する機能を有する。通信部１８は、無線通信機能を有する通信
インターフェースであってもよいし、有線通信機能を有する通信インターフェースであっ
てもよい。通信部１８は、例えば、１又は複数の種類の通信方式に対応しており、通信相
手に適した通信方式（つまり、通信相手が対応している通信方式）に従って通信相手と通
信してもよい。通信方式は、例えば、赤外線通信、可視光通信、Ｗｉ－Ｆｉ（登録商標）
通信、近接無線通信（例えばＮＦＣ（Near Field Communication）等）、等である。近接
無線通信としては、Ｆｅｌｉｃａ（登録商標）、Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈ（ブルートゥース）
（登録商標）、ＲＦＩＤ（Radio Frequency Identifier）等が用いられる。もちろん、別
の方式の無線通信が近接無線通信として用いられてもよい。通信部１８は、例えば、通信
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相手に応じて通信方式や周波数帯域を切り替えてもよいし、周囲の環境に応じて通信方式
や周波数帯域を切り替えてもよい。
【００４３】
　ＵＩ部２０はユーザインターフェース部であり、表示部と操作部を含む。表示部は、例
えば液晶ディスプレイ等の表示装置である。操作部は、例えばタッチパネルやキーボード
等の入力装置である。もちろん、表示部と操作部を兼ねたユーザインターフェース（例え
ば、タッチ式のディスプレイや、ディスプレイ上に電子的にキーボード等を表示する装置
等を含む）であってもよい。また、ＵＩ部２０は、マイク等の集音部やスピーカ等の音声
発生部を含んでいてもよい。この場合、音声入力によって情報が端末装置１０に入力され
てもよいし、音声によって情報が発せられてもよい。
【００４４】
　ＵＩ部２０の表示部には、例えば、カメラによって撮影された画像や、利用対象の機器
（例えば、単独で利用される機器や連携対象の機器）として識別された機器に紐付く画像
、機能に紐付く画像、等が表示されてもよい。機器に紐付く画像は、カメラによって撮影
された当該機器を表わす画像（静止画像又は動画像）であってもよいし、当該機器を模式
的に表す画像（例えばアイコン）であってもよい。模式的に表す画像のデータは、例えば
、端末装置１０の制御部２６によって作成されてもよいし、端末装置１０の記憶部２４に
予め記憶されていてもよいし、サーバ１６に記憶されてサーバ１６から端末装置１０に提
供されてもよいし、別の装置に記憶されて当該別の装置から端末装置１０に提供されても
よい。機能に紐付く画像は、例えば、その機能を表わすアイコン等の画像である。
【００４５】
　撮影手段としてのカメラ２２は、撮影対象を撮影することで画像データ（例えば静止画
像データや動画像データ）を生成する。画像は例えばＵＩ部２０の表示部に表示される。
表示部に表示された画像がユーザによって操作されてもよい。なお、外部のカメラによっ
て撮影された画像データが、通信経路を介して端末装置１０に送られ、その画像がＵＩ部
２０の表示部に表示されてもよい。この場合も、その画像がユーザによって操作されても
よい。
【００４６】
　記憶部２４はハードディスクやメモリ（例えばＳＳＤ等）等の記憶装置である。記憶部
２４には、例えば、機器機能管理情報、連携機能管理情報、各種のデータ、各種のプログ
ラム（例えば、ＯＳ（Operating System）、操作アシスタントを実現するためのプログラ
ム、各種のアプリケーションプログラム等）、各機器のアドレスを示す情報（機器アドレ
ス情報）、サーバ１６のアドレスを示す情報（サーバアドレス情報）、識別された機器に
関する情報、識別された連携対象の機器に関する情報、識別された機器が有する機能に関
する情報、連携機能に関する情報、等が記憶されている。もちろん、それらは別々の記憶
装置に記憶されてもよいし、１つの記憶装置に記憶されてもよい。なお、操作アシスタン
トを実現するためのプログラムはサーバ１６等の外部装置に記憶され、そのプログラム自
体が外部装置によって実行されることで、操作アシスタントの機能が外部装置から端末装
置１０に提供されてもよい。この場合、操作アシスタントを実現するためのプログラムは
記憶部２４に記憶されていなくてもよい。
【００４７】
　以下、機器機能管理情報と連携機能管理情報について説明する。
【００４８】
　機器機能管理情報は、各機器が有する機能を管理するための情報であり、例えば、機器
を識別するためのデバイス識別情報（機器識別情報）と、当該機器が有する機能を示す機
能情報と、の対応付けを示す情報である。デバイス識別情報は、例えば、機器ＩＤ、機器
名称、機器の種類を示す情報、機器の型番号、機器を管理するための情報（例えば資産管
理番号等）、機器が設置されている位置を示す情報（機器の位置情報）、機器に紐付く機
器画像、機器のアドレス情報、等である。機器画像は、例えば機器を表す外観画像である
。外観画像は、機器の外側（例えば機器の筐体）を表す画像であってもよいし、筐体を開
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けて内部が外から見える状態（例えば内部構造）を表す画像であってもよいし、梱包用の
シート等によって機器が覆われている状態を表す画像であってもよい。機器画像は、機器
を撮影することで生成された画像（機器の外側を表す画像や内部を表す画像等）であって
もよいし、機器を模した画像（例えばアイコン等）であってもよい。機能情報は、例えば
、機能ＩＤや機能名称等である。例えば、機器１２が画像形成装置であって、その画像形
成装置が、プリント機能、スキャン機能及びコピー機能を有する場合、当該画像形成装置
のデバイス識別情報には、一例として、プリント機能を示す機能情報、スキャン機能を示
す機能情報、及び、コピー機能を示す機能情報が対応付けられている。機器機能管理情報
を参照することで、各機器が有する機能が特定（識別）される。
【００４９】
　機器機能管理情報によって管理されている機器は、例えば機器システムに含まれる機器
（例えば機器１２，１４）である。もちろん、機器システムに含まれない機器が機器機能
管理情報によって管理されてもよい。例えば、端末装置１０は、機器システムに含まれて
いない新たな機器に関する情報（デバイス識別情報と機能情報とを含む情報）を取得し、
機器機能管理情報に新たに登録してもよい。機器に関する情報は、例えば、インターネッ
ト等を利用することで取得されてもよいし、管理者等によって入力されてもよい。また、
端末装置１０は、任意のタイミング、定期的、又は、管理者等によって指定されたタイミ
ング等で、機器機能管理情報を更新してもよい。これにより、更新前には機器が有してい
なかったが更新後には機器が有することになった機能を示す機能情報が、機器機能管理情
報に登録される場合がある。同様に、更新前には機器が有していたが更新後には機器が有
していない機能を示す機能情報が、機器機能管理情報から削除され、又は、使用不可な情
報として登録される場合がある。更新用の情報は、例えば、インターネット等を利用する
ことで取得されてもよいし、管理者等によって入力されてもよい。もちろん、端末装置１
０自体が、機器に関する情報を取得して機器機能管理情報の生成や更新を実行せずに、サ
ーバ１６等の外部装置が、機器に関する情報を取得して機器機能管理情報の生成や更新を
実行してもよい。この場合、外部装置によって生成や更新された機器機能管理情報が、外
部装置から端末装置１０に送信されて記憶部２４に記憶される。
【００５０】
　連携機能管理情報は、複数の機能を連携させることによって実行される連携機能を管理
するための情報である。複数の機能を連携させることによって、１又は複数の連携機能が
実行される。連携機能は、例えば、１つの機器（例えば機器１２）が有する複数の機能を
連携させることによって実行可能な機能であってもよいし、複数の機器（例えば機器１２
，１４）が有する複数の機能を連携させることによって実行可能な機能であってもよい。
また、操作指示を出している端末装置１０も連携対象の機器として利用され、端末装置１
０が有する機能も連携機能の一部として利用されてもよい。
【００５１】
　連携機能は、ハードウェアとしての機器を利用せずに実行される機能であってもよい。
例えば、連携機能は、複数のソフトウェアを連携させることによって実行される機能であ
ってもよい。もちろん、連携機能は、ハードウェアとしての機器が有する機能と、ソフト
ウェアによって実現される機能と、を連携させることによって実行される機能であっても
よい。
【００５２】
　連携機能管理情報は、例えば、連携機能に利用される各機能を示す機能情報の組み合わ
せと、当該連携機能を示す連携機能情報と、の対応付けを示す情報である。連携機能情報
は、例えば、連携機能ＩＤや連携機能名称等である。単独の機能が更新された場合、その
更新に伴って連携機能管理情報も更新される。これにより、更新前には互いに連携不可能
であった複数の機能による連携機能が更新後には利用可能になったり、それとは逆に、更
新前には利用可能な連携機能が更新後には利用不可能になったりする場合がある。更新後
に利用可能になった連携機能を示す連携機能情報が、連携機能管理情報に登録され、更新
後に利用不可能になった連携機能を示す連携機能情報が、連携機能管理情報から削除され
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、又は、使用不可な情報として登録される。連携機能管理情報の更新は、端末装置１０に
よって行われてもよいし、サーバ１６等の外部装置によって行われてもよい。外部装置に
よって連携機能管理情報の更新が実行された場合、更新された連携機能管理情報が外部装
置から端末装置１０に送信されて記憶部２４に記憶される。
【００５３】
　複数の機器を連携させる場合、例えば、連携機能管理情報は、複数の機器が有する複数
の機能を利用する連携機能を管理するための情報であり、連携機能に利用される各機器を
識別するためのデバイス識別情報の組み合わせと、連携機能情報と、の対応付けを示す情
報である。また、複数のアウトプット機能を有する機器（ユーザに対してアウトプットを
出力する機器であって複数のアウトプット機能を有する機器）とアウトプット機能を有し
ていないセンシング機器（ユーザに対してアウトプットを出力しない機器）とを連携させ
る場合、連携機能管理情報には、特定のセンシング機器と当該複数のアウトプット機能の
中の特定のアウトプット機能との組み合わせを示す情報が含まれてもよい。こうすること
で、複数のアウトプット機能の中から、特定のセンシング機器と組み合わせて使用される
アウトプット機能が特定される。上記のように、機器機能管理情報が更新された場合、そ
の更新に伴って、連携機能管理情報も更新される。これにより、更新前には互いに連携不
可能であった複数の機器による連携機能が更新後には利用可能になったり、それとは逆に
、更新前には利用可能な連携機能が更新後には利用不可能になったりする場合がある。
【００５４】
　連携機能は、互いに異なる複数の機能を連携させることによって実行可能な機能であっ
てもよいし、同一の機能を連携させることによって実行可能な機能であってもよい。連携
機能は、連携前には利用できなかった機能であってもよい。連携前には利用できなかった
機能は、連携対象の機器が有する機能のうち、同じ機能を利用することによって利用でき
る機能であってもよいし、互いに異なる機能を組み合わせることによって利用できる機能
であってもよい。例えば、プリント機能を有する機器（プリンタ）とスキャン機能を有す
る機器（スキャナ）を連携させることで、連携機能としてのコピー機能が実現される。す
なわち、プリント機能とスキャン機能を連携させることでコピー機能が実現される。この
場合、連携機能としてのコピー機能と、プリント機能及びスキャン機能の組み合わせと、
が対応付けられている。連携機能管理情報においては、例えば、連携機能としてのコピー
機能を示す連携機能情報と、プリント機能を有する機器を識別するためのデバイス識別情
報及びスキャン機能を有する機器を識別するためのデバイス識別情報の組み合わせと、が
対応付けられる。
【００５５】
　連携機能の概念の範疇には、複数の機能や複数の機器を連携させることで新たな機能の
実行が可能となる合体機能が含まれてもよい。例えば、複数のディスプレイを組み合わせ
ることで、合体機能としての拡張表示機能が実現されてもよい。別の例として、テレビと
レコーダーを組み合わせることで、合体機能としての録画機能が実現されてもよい。その
録画機能は、テレビに表示されている画像を録画する機能であってもよい。また、複数の
カメラを組み合わせることで、合体機能としての撮影領域拡張機能が実現されてもよい。
その拡張機能は、例えば各カメラの撮影領域を繋ぎ合せて撮影する機能である。また、電
話と翻訳機や翻訳ソフトを組み合わせることで、合体機能としての翻訳通話機能（電話を
介した会話が翻訳される機能）が実現されてもよい。このように、連携機能の概念の範疇
には、互いに同一の種類の機器や機能を連携させることで実現可能となる機能や、互いに
異なる種類の機器や機能を連携させることで実現可能となる機能が含まれる。
【００５６】
　制御部２６は、端末装置１０の各部の動作を制御する。制御部２６は、例えば、通信部
１８による通信の制御、ＵＩ部２０の表示部への情報の表示の制御、等を行う。また、制
御部２６は特定部２８を含む。
【００５７】
　特定部２８は、ユーザによって指定された機器が有する機能や、ユーザによって指定さ
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れた複数の機器を利用して実行可能な連携機能を特定する機能を有する。特定部２８は、
例えば操作アシスタントによって実現される。もちろん、特定部２８は、操作アシスタン
トによって実現されずに、他のプログラム等によって実現されてもよい。
【００５８】
　例えば、特定部２８は、ユーザによって指定された機器を識別するためのデバイス識別
情報を受け、記憶部２４に記憶されている機器機能管理情報において当該デバイス識別情
報に対応付けられている機能を示す機能情報を特定する。これにより、機器が有する機能
が特定（識別）される。
【００５９】
　制御部２６は、特定部２８によって特定された機能に関する情報（例えば、機能情報や
機能の説明情報等）の通知（案内）の制御を行う。制御部２６は、その通知として、その
機能に関する情報をＵＩ部２０の表示部に表示させてもよいし、スピーカ等を用いること
で、その機能に関する情報を音声情報として発してもよい。また、制御部２６は、その機
能の実行を制御してもよい。また、ユーザによる機器の指定は、ＵＩ部２０の表示部の画
面上で行われてもよいし、音声によって行われてもよい。例えば、機器に紐付く画像がＵ
Ｉ部２０の画面に表示されている場合において、ユーザが、その画面上で画像を指定する
ことで機器を指定してもよい。別の例として、機器に紐付く画像がＵＩ部２０の画面に表
示されているか否かに関わらず、ユーザが音声によって機器を指定してもよい。例えば、
ユーザが機器名を音声によって発した場合、その音声はマイク等の集音部によって集音さ
れ、機器名を示す音声情報が端末装置１０に入力される。特定部２８は、その機器名を有
する機器がユーザによって指定されたと判断して機能を特定する。このように、機器を指
定するための操作と機能の通知は、画面上の表示によって行われてもよいし、音声によっ
て行われてもよい。画面上の表示と音声とを組み合わせてもよい。例えば、画面上でユー
ザが機器に紐付く画像を指定することで機器が指定され、機能を示す情報が画面に表示さ
れてもよい。別の例として、画面上でユーザが機器に紐付く画像を指定することで機器が
指定され、機能を示す情報が音声によって発せられてもよい。更に別の例として、機器名
が音声情報として端末装置１０に入力されることで機器が指定され、機能を示す情報が画
面に表示されてもよい。更に別の例として、機器名が音声情報として端末装置１０に入力
されることで機器が指定され、機能を示す情報が音声によって発せられてもよい。
【００６０】
　なお、機能の特定処理はサーバ１６によって行われてもよい。この場合、端末装置１０
からサーバ１６にデバイス識別情報が送信され、サーバ１６に設けられた特定部２８によ
って、当該デバイス識別情報に対応付けられている機能を示す機能情報が特定される。な
お、サーバ１６によって特定処理が行われる場合、サーバ１６には機器機能管理情報が記
憶されている。機能に関する情報は、サーバ１６から端末装置１０に送信されてＵＩ部２
０の表示部に表示されてもよいし、音声情報として発せられてもよい。
【００６１】
　また、特定部２８は、連携対象の各機器を識別するためのデバイス識別情報を受け、記
憶部２４に記憶されている連携機能管理情報において各デバイス識別情報の組み合わせに
対応付けられている連携機能を示す連携機能情報を特定する。これにより、連携対象の各
機器が有する機能を連携させることによって実行可能となる連携機能が特定（識別）され
る。制御部２６は、特定された連携機能に関する情報（例えば、連携機能情報や連携機能
の説明情報等）の通知（案内）の制御を行う。制御部２６は、連携機能に関する情報をＵ
Ｉ部２０の表示部に表示させてもよいし、音声情報として発してもよい。なお、上記と同
様に、連携対象の各機器の指定は、画面上にて行われてもよいし、音声によって行われて
もよい。
【００６２】
　なお、連携機能の特定処理はサーバ１６によって行われてもよい。この場合、端末装置
１０からサーバ１６に複数のデバイス識別情報が送信され、サーバ１６に設けられた特定
部２８によって、当該複数のデバイス識別情報に対応付けられている連携機能を示す連携
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機能情報が特定される。なお、サーバ１６によって特定処理が行われる場合、サーバ１６
には連携機能管理情報が記憶されている。連携機能に関する情報は、サーバ１６から端末
装置１０に送信されてＵＩ部２０の表示部に表示されてもよいし、音声情報として発せら
れてもよい。
【００６３】
　例えば、１つの機器が指定された場合、当該機器が有する機能が特定され、複数の機器
が指定された場合、当該複数の機器を利用して実行可能な連携機能が特定される。
【００６４】
　また、特定部２８は、連携機能に利用される各機能を示す機能情報を受け、連携機能管
理情報において各機能情報の組み合わせに対応付けられている連携機能を示す連携機能情
報を特定してもよい。これにより、連携対象の各機能を連携させることによって実行可能
な連携機能が特定（識別）される。この特定処理もサーバ１６によって行われ、その処理
の結果がＵＩ部２０の表示部に表示されてもよいし、音声情報として発せられてもよい。
【００６５】
　なお、ユーザ毎に、ユーザによって利用可能な機能（機器が有する単独機能や連携機能
）が管理されてもよい。この管理は、端末装置１０によって行われてもよいし、サーバ１
６等の外部装置によって行われてもよい。ユーザによって利用可能な機能は、例えば、ユ
ーザに無償で提供された機能、ユーザに有償で提供されてユーザによって購入された機能
、等である。ユーザ毎に、ユーザが利用可能な機能を示す利用可能機能情報（例えば機能
購入履歴情報）が作成されて管理されてもよい。利用可能な機能の管理が端末装置１０に
よって行われる場合、利用可能機能情報は記憶部２４に記憶され、その管理がサーバ１６
等の外部装置によって行われる場合、利用可能機能情報は外部装置に記憶される。もちろ
ん、無料で利用できる機能、追加アップデート機能、管理者によって特別に管理されてい
る機能等もあるため、一概に購入の有無によって機能の利用可能が判断されなくてもよい
。機能の購入処理は、例えば、サーバ１６等の外部装置によって行われる。
【００６６】
　利用可能機能管理情報は、各ユーザが利用可能な機能を管理するための情報であり、例
えば、ユーザを識別するためのユーザ識別情報と、当該ユーザが利用可能な機能を示す機
能情報（連携機能情報を含んでいてもよい）と、の対応付けを示す情報である。ユーザが
利用可能な機能は、上述したように、例えば、ユーザに無償で提供された機能や、ユーザ
が購入した機能、等であり、単体の機能であってもよいし、連携機能であってもよい。ユ
ーザ識別情報は、例えば、ユーザＩＤや氏名等のユーザアカウント情報である。利用可能
機能管理情報を参照することで、各ユーザが利用可能な機能が特定（識別）される。利用
可能機能管理情報は、例えば、ユーザに機能が提供される度に（例えば、ユーザに無償又
は有償で機能が提供される度に）更新されてもよい。
【００６７】
　ユーザによって利用可能な機能が管理されている場合、特定部２８は、ユーザを識別す
るためのユーザ識別情報を受け、利用可能機能管理情報（例えば、端末装置１０やサーバ
１６に記憶されている情報）において当該ユーザ識別情報に対応付けられている各機能を
示す機能情報を特定してもよい。これにより、当該ユーザが利用可能な機能が特定（識別
）される。制御部２６は、特定された機能に関する情報をＵＩ部２０の表示部に表示させ
てもよいし、音声情報として発してもよい。例えば、特定部２８は、デバイス識別情報と
ユーザ識別情報を受け、機器機能管理情報において当該デバイス識別情報に対応付けられ
ている機能を示す機能情報を特定し、更に、利用可能機能管理情報において当該ユーザ識
別情報に対応付けられている機能を示す機能情報を特定する。これにより、当該デバイス
識別情報によって特定される機器が有する機能であって、当該ユーザ識別情報によって特
定されるユーザが利用可能な機能が特定される。
【００６８】
　なお、ユーザによって利用可能な機能はサーバ１６等の外部装置によって特定されても
よい。この場合、端末装置１０からサーバ１６にユーザ識別情報が送信され、サーバ１６
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に設けられた特定部２８によって、当該ユーザ識別情報に対応付けられている各機能を示
す機能情報が特定される。サーバ１６によって特定処理が行われる場合、利用可能機能情
報はサーバ１６に記憶されている。ユーザによって利用可能な各機能に関する情報は、サ
ーバ１６から端末装置１０に送信されてＵＩ部２０の表示部に表示されてもよいし、音声
情報として発せられてもよい。
【００６９】
　以下、図３を参照して、機器１２の構成について詳しく説明する。一例として、機器１
２は画像形成装置であるものとする。以下では、機器１２を画像形成装置１２と称する場
合がある。図３には、画像形成装置１２の構成が示されている。
【００７０】
　通信部３０は通信インターフェースであり、他の装置にデータを送信する機能、及び、
他の装置からデータを受信する機能を有する。通信部３０は、無線通信機能を備えた通信
インターフェースであってもよいし、有線通信機能を備えた通信インターフェースであっ
てもよい。通信部３０は、例えば、１又は複数の種類の通信方式に対応しており、通信相
手に適した通信方式（つまり、通信相手が対応している通信方式）に従って通信相手と通
信してもよい。通信方式は、例えば、赤外線通信、可視光通信、Ｗｉ－Ｆｉ通信、近接無
線通信等である。通信部３０は、例えば、通信相手に応じて通信方式や周波数帯域を切り
替えたり、周囲の環境に応じて通信方式や周波数帯域を切り替えたりしてもよい。
【００７１】
　画像形成部３２は画像形成機能を有する。具体的には、画像形成部３２は、スキャン機
能、プリント機能、コピー機能及びファクシミリ機能の中の少なくとも１つの機能を有す
る。スキャン機能が実行されることにより、原稿が読み取られてスキャンデータ（画像デ
ータ）が生成される。プリント機能が実行されることにより、画像が用紙等の記録媒体上
に印刷される。コピー機能が実行されることにより、原稿が読み取られて記録媒体上に印
刷される。ファクシミリ機能が実行されることにより、画像データがファクシミリ送信又
はファクシミリ受信される。また、複数の機能を利用する連携機能が実行されてもよい。
例えば、スキャン機能と送信機能（転送機能）とを組み合わせたスキャン転送機能が実行
されてもよい。このスキャン転送機能が実行されることにより、原稿が読み取られてスキ
ャンデータ（画像データ）が生成され、そのスキャンデータが送信先（例えば端末装置１
０等の外部装置）に送信される。もちろん、この連携機能は一例に過ぎず、別の連携機能
が実行されてもよい。
【００７２】
　記憶部３４はハードディスクやメモリ（例えばＳＳＤ等）等の記憶装置である。記憶部
３４には、例えば、画像形成の命令を示す情報（例えばジョブ情報等）、プリントの対象
となる画像データ、スキャン機能を実行することにより生成されたスキャンデータ、他の
機器のアドレスを示す機器アドレス情報、端末装置１０のアドレスを示す情報（端末アド
レス情報）、サーバ１６のサーバアドレス情報、各種の制御データ、各種のプログラム、
等が記憶される。もちろん、それらは別々の記憶装置に記憶されてもよいし、１つの記憶
装置に記憶されてもよい。
【００７３】
　ＵＩ部３６はユーザインターフェース部であり、表示部と操作部を含む。表示部は、例
えば液晶ディスプレイ等の表示装置である。操作部は、例えばタッチパネルやキーボード
等の入力装置である。もちろん、表示部と操作部を兼ねたユーザインターフェース（例え
ば、タッチ式のディスプレイや、ディスプレイ上に電子的にキーボード等を表示する装置
等を含む）であってもよい。なお、画像形成装置１２はＵＩ部３６を有していなくてもよ
いし、表示部を備えずに、ハードウェアとしてのハードウェアユーザインターフェース部
（ハードウェアＵＩ部）を備えていてもよい。ハードウェアＵＩ部は、例えば、数字入力
に特化したハードウェアキー（例えばテンキー）、方向の指示に特化したハードウェアキ
ー（例えば方向指示キー）、等である。
【００７４】
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　制御部３８は、画像形成装置１２の各部の動作を制御する。
【００７５】
　以下、図４を参照して、サーバ１６の構成について詳しく説明する。図４には、サーバ
１６の構成が示されている。
【００７６】
　通信部４０は通信インターフェースであり、他の装置にデータを送信する機能、及び、
他の装置からデータを受信する機能を有する。通信部４０は、無線通信機能を有する通信
インターフェースであってもよいし、有線通信機能を有する通信インターフェースであっ
てもよい。
【００７７】
　記憶部４２はハードディスクやメモリ（例えばＳＳＤ等）等の記憶装置である。記憶部
４２には、例えば、各種のデータ、各種のプログラム、端末装置１０の端末アドレス情報
、各機器の機器アドレス情報、サーバ１６のサーバアドレス情報、等が記憶されている。
もちろん、それらは別々の記憶装置に記憶されてもよいし、１つの記憶装置に記憶されて
もよい。
【００７８】
　サーバ１６によって各機器が有する機能と連携機能が管理される場合、上記の機器機能
管理情報と連携機能管理情報が記憶部４２に記憶され、サーバ１６において、機器機能管
理情報と連携機能管理情報が更新されてもよい。端末装置１０によって機能の特定処理が
行われる場合、機器機能管理情報と連携機能管理情報（情報が更新された場合は更新後の
情報）がサーバ１６から端末装置１０に送信される。その送信は、定期的に又は指定され
たタイミングで行われてもよい。これにより、端末装置１０に記憶されている情報が更新
される。もちろん、端末装置１０の特定部２８は、サーバ１６に記憶されている機器機能
管理情報や連携機能管理情報を参照することで、機器が有する機能や連携機能を特定して
もよい。また、サーバ１６によって機能の特定処理が実行されてもよい。
【００７９】
　制御部４４は、サーバ１６の各部の動作を制御する。制御部４４は、例えば、通信部４
０による通信を制御する。
【００８０】
　制御部４４は、機能の購入処理を実行し、その購入の履歴を管理してもよい。例えば、
有料の機能がユーザによって購入された場合、制御部４４は、当該ユーザに対して課金処
理を適用してもよい。
【００８１】
　また、制御部４４は、例えば、文字認識機能、翻訳機能、画像加工機能、画像形成機能
、等の画像処理に関する機能を実行してもよい。もちろん、制御部４４は、画像処理以外
の処理に関する機能を実行してもよい。文字認識機能が実行されることにより、画像内の
文字が認識されて当該文字を示す文字データが生成される。翻訳機能が実行されることに
より、画像内の文字が特定の言語で表される文字に翻訳され、翻訳された文字を示す文字
データが生成される。画像加工機能が実行されることにより、画像が加工される。制御部
４４は、例えば、スキャン機能を実行することにより生成されたスキャンデータを画像形
成装置１２から受信し、当該スキャンデータを対象として、文字認識機能、翻訳機能、画
像加工機能、等の画像処理に関する機能を実行してもよい。制御部４４は、画像データを
端末装置１０から受信し、当該画像データを対象として各機能を実行してもよい。制御部
４４によって生成された文字データや画像データは、例えば、サーバ１６から端末装置１
０に送信される。サーバ１６は外部装置として利用され、連携機能は、サーバ１６を含む
複数の機器が有する機能を利用する機能であってもよい。
【００８２】
　上述したように、機器機能管理情報は、サーバ１６の記憶部４２に記憶されていてもよ
い。この場合、機器機能管理情報は、端末装置１０の記憶部２４に記憶されていなくても
よい。同様に、連携機能管理情報は、サーバ１６の記憶部４２に記憶されていてもよい。
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この場合、連携機能管理情報は、端末装置１０の記憶部２４に記憶されていなくてもよい
。サーバ１６の制御部４４は、上述した特定部２８を有し、デバイス識別情報に基づいて
機器を識別し、機器が有する機能を特定してもよいし、複数の機能を利用して実行可能な
連携機能を特定してもよい。この場合、端末装置１０は特定部２８を有していなくてもよ
い。
【００８３】
　利用可能機能管理情報が作成されている場合、その利用可能機能管理情報は、サーバ１
６の記憶部４２に記憶されていてもよい。この場合、利用可能機能管理情報は、端末装置
１０の記憶部２４に記憶されていなくてもよい。端末装置１０の制御部２６は、ユーザに
よる機能の購入の履歴を管理してもよい。この場合、サーバ１６の制御部４４は、その管
理機能を有していなくてもよい。
【００８４】
　更に別の例として、機器１２，１４等の機器に、機器機能管理情報や連携機能管理情報
が記憶されていてもよいし、機器１２，１４等の機器が特定部２８を有していてもよい。
つまり、特定部２８による処理は、端末装置１０において行われてもよいし、機器１２，
１４等の機器において行われてよいし、サーバ１６において行われてもよいし、更に別の
装置において行われてもよい。
【００８５】
　第１実施形態では、一例として、ＡＲ（Augmented Reality）技術（拡張現実技術）を
適用することで、デバイス識別情報が取得されて機器が識別される。例えば、ＡＲ技術を
適用することで、単独で使用される機器のデバイス識別情報が取得されて当該機器が識別
され、また、連携対象の機器のデバイス識別情報が取得されて連携対象の機器が識別され
る。ＡＲ技術として公知のＡＲ技術が用いられる。例えば、２次元バーコード等のマーカ
を用いるマーカ型ＡＲ技術、画像認識技術を用いるマーカレス型ＡＲ技術、位置情報を用
いる位置情報ＡＲ技術、等が用いられる。もちろん、ＡＲ技術を適用せずにデバイス識別
情報が取得されて機器が識別されてもよい。例えば、ネットワークに繋がっている機器で
あれば、ＩＰアドレスに基づいて機器が識別されてもよいし、機器ＩＤが読み出されて機
器が識別されてもよい。更に、赤外線通信、可視光通信、Ｗｉ－Ｆｉ、ブルートゥースと
いった各種無線通信機能を有する機器や端末装置が用いられる場合、無線通信機能を利用
することで機器のＩＤが取得されて機器が識別されてもよい。
【００８６】
　以下、図５を参照して、デバイス識別情報の取得処理について詳しく説明する。一例と
して、画像形成装置１２のデバイス識別情報を取得する場合について説明する。図５には
、画像形成装置１２の外観が模式的に示されている。ここでは、マーカ型ＡＲ技術を適用
してデバイス識別情報を取得するための処理について説明する。画像形成装置１２の筐体
には、２次元バーコード等のマーカ４６が設けられている。マーカ４６は、画像形成装置
１２のデバイス識別情報がコード化された情報である。ユーザは端末装置１０のカメラ２
２を起動させ、利用対象の画像形成装置１２に設けられているマーカ４６をカメラ２２に
よって撮影する。これにより、マーカ４６を表す画像データが生成される。端末装置１０
の制御部２６は、当該画像データに表されたマーカ画像に対してデコード処理を適用する
ことでデバイス識別情報を抽出する。これにより、利用対象の画像形成装置１２（撮影さ
れたマーカ４６を有する画像形成装置１２）が識別される。端末装置１０の特定部２８は
、機器機能管理情報において、抽出されたデバイス識別情報に対応付けられている機能を
示す機能情報を特定する。これにより、利用対象の画像形成装置１２が有する機能が特定
（識別）される。
【００８７】
　なお、サーバ１６の制御部４４が、マーカ４６を表す画像データにデコード処理を適用
することで、デバイス識別情報を抽出してもよい。この場合、画像データが端末装置１０
からサーバ１６に送信され、サーバ１６において当該画像データに対してデコード処理が
適用される。サーバ１６に特定部２８が設けられている場合、サーバ１６において、デバ
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イス識別情報に対応付けられている機能が特定されてもよい。
【００８８】
　マーカ４６は、画像形成装置１２が有する機能を示す機能情報がコード化されて含まれ
ていてもよい。この場合、マーカ４６を表す画像データにデコード処理を適用することで
、当該画像形成装置１２のデバイス識別情報が抽出されると共に、当該画像形成装置１２
が有する機能を示す機能情報も抽出される。これにより、画像形成装置１２が特定（識別
）されると共に、当該画像形成装置１２が有する機能が特定（識別）される。このデコー
ド処理は、端末装置１０によって行われてもよいし、サーバ１６によって行われてもよい
。
【００８９】
　複数の機器が有する機能を利用する連携機能を実行する場合、連携対象の各機器のマー
カを撮影することで各機器のデバイス識別情報が取得され、これにより、連携機能が特定
（識別）される。
【００９０】
　マーカレス型ＡＲ技術を適用してデバイス識別情報を取得する場合、例えば、ユーザは
端末装置１０のカメラ２２によって、利用対象の機器（例えば画像形成装置１２）の外観
の全部又は一部を撮影する。もちろん、利用対象機器の名称（例えば商品名）や型番号や
資産管理番号といった機器を特定するための情報を外観から撮影して得ることは役に立つ
。撮影により、利用対象の機器の外観の全部又は一部を表す外観画像データが生成される
。端末装置１０の制御部２６が、当該外観画像データに基づいて利用対象の機器を識別す
る。例えば、端末装置１０の記憶部２４には、機器毎に、機器の外観の全部又は一部を表
す外観画像データと、当該機器のデバイス識別情報と、の対応付けを示す外観画像対応付
け情報が記憶されている。制御部２６は、例えば、外観画像データと外観画像対応付け情
報に含まれる各外観画像データとを比較し、その比較結果に基づいて、利用対象の機器の
デバイス識別情報を特定する。例えば、制御部２６は、外観画像データから利用対象の機
器の外観の特徴を抽出し、外観画像対応付け情報に含まれる外観画像データ群において、
その外観の特徴と同一又は類似の特徴を表す外観画像データを特定し、その外観画像デー
タに対応付けられているデバイス識別情報を特定する。これにより、利用対象の機器（カ
メラ２２によって撮影された機器）が識別される。別の例として、機器の名称（例えば商
品名）や型番号が撮影され、名称や型番号を表す外観画像データが生成されている場合、
その外観画像データに表された名称や型番号に基づいて、利用対象の機器が識別されても
よい。端末装置１０の特定部２８は、機器機能管理情報において、特定されたデバイス識
別情報に対応付けられている各機能を示す機能情報を特定する。これにより、利用対象の
機器（例えば画像形成装置１２）が有する機能が特定される。
【００９１】
　なお、サーバ１６の制御部４４が、利用対象の機器（例えば画像形成装置１２）の外観
の全部又は一部を表す外観画像データと外観画像対応付け情報に含まれる各外観画像デー
タとを比較し、その比較結果に基づいて、利用対象の機器のデバイス識別情報を特定して
もよい。外観画像対応付け情報は、サーバ１６の記憶部４２に記憶されている。この場合
、サーバ１６の制御部４４は、外観画像対応付け情報を参照することで、利用対象の機器
のデバイス識別情報を特定する。
【００９２】
　複数の機器が有する複数の機能を利用する連携機能を実行する場合、連携対象の各機器
の外観の全部又は一部を撮影することで各機器のデバイス識別情報が取得され、これによ
り、連携機能が特定（識別）される。
【００９３】
　位置情報ＡＲ技術を適用してデバイス識別情報を取得する場合、例えば、ＧＰＳ（Glob
al Positioning System）機能を利用することで、機器（例えば画像形成装置１２）が設
置されている位置を示す位置情報が取得される。例えば、各機器がＧＰＳ機能を備えてお
り、機器自身の位置を示すデバイス位置情報を取得する。端末装置１０は、利用対象の機
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器に対してデバイス位置情報の取得要求を示す情報を出力し、その取得要求に対する応答
として、当該機器から当該機器のデバイス位置情報を受信する。端末装置１０の制御部２
６は、当該デバイス位置情報に基づいて利用対象の機器を識別する。例えば、端末装置１
０の記憶部２４には、機器毎に、機器が設置されている位置を示すデバイス位置情報と、
当該機器のデバイス識別情報と、の対応付けを示す位置対応付け情報が記憶されている。
制御部２６は、その位置対応付け情報において、デバイス位置情報に対応付けられている
デバイス識別情報を特定する。これにより、利用対象の機器が特定（識別）される。端末
装置１０の特定部２８は、機器機能管理情報において、特定されたデバイス識別情報に対
応付けられている各機能を示す機能情報を特定する。これにより、利用対象の機器（例え
ば画像形成装置１２）が有する機能が特定（識別）される。
【００９４】
　なお、サーバ１６の制御部４４が、位置対応付け情報において、利用対象の機器の位置
情報に対応付けられているデバイス識別情報を特定してもよい。位置対応付け情報は、サ
ーバ１６の記憶部４２に記憶されている。この場合、サーバ１６の制御部４４は、位置対
応付け情報を参照することで、利用対象の機器のデバイス識別情報を特定する。
【００９５】
　複数の機器を利用する連携機能を実行する場合、連携対象の各機器のデバイス位置情報
が取得され、各デバイス位置情報に基づいて各機器のデバイス識別情報が特定される。こ
れにより、連携機能が特定（識別）される。
【００９６】
　なお、複数の識別技術を用いて機器を識別してもよい。例えば、マーカ型ＡＲ技術、マ
ーカレス型ＡＲ技術、及び、位置情報ＡＲ技術の中から選択された複数の技術を用いて機
器を識別してもよい。また、ある識別技術によって機器を識別できなかった場合に、他の
識別技術を用いて機器を識別してもよい。例えば、マーカ型ＡＲ技術やマーカレス型ＡＲ
技術によって機器を識別できなかった場合、位置情報ＡＲ技術を用いて機器を識別しても
よい。
【００９７】
　以下、第１実施形態に係る機器システムについて更に詳しく説明する。
【００９８】
　図６を参照して、機器機能管理情報について詳しく説明する。図６には、機器機能管理
情報としての機器機能管理テーブルの一例が示されている。機器機能管理テーブルにおい
ては、一例として、機器ＩＤと、機器名（例えば機器の種類）を示す情報と、機器が有す
る機能を示す情報（機能情報）と、画像ＩＤと、が互いに対応付けられている。機器ＩＤ
と機器名はデバイス識別情報の一例に相当する。画像ＩＤは、機器に紐付く機器画像を識
別するための画像識別情報の一例である。なお、機器機能管理テーブルには、画像ＩＤは
含まれていなくてもよい。例えば、機器ＩＤが「Ｂ」の機器は、複合機（複数の画像形成
機能を有する画像形成装置）であり、プリント機能やスキャン機能等の機能を有している
。その機器には、その機器に紐付く機器画像を識別するための画像ＩＤが対応付けられて
いる。機器に紐付く機器画像のデータは、例えば、端末装置１０に記憶されていてもよい
し、サーバ１６に記憶されていてもよいし、他の装置に記憶されていてもよい。
【００９９】
　例えば、ＡＲ技術を適用することで、利用対象の機器を識別するための機器ＩＤが取得
される。端末装置１０の特定部２８は、機器機能管理テーブルを参照することで、その機
器ＩＤに対応付けられている機器名、機能及び画像ＩＤを特定する。これにより、利用対
象の機器が識別される。機器名を示す情報や機器画像がＵＩ部２０の表示部に表示される
。もちろん、カメラ２２によって撮影された画像そのものがＵＩ部２０の表示部に表示さ
れてもよい。また、ＵＩ部２０において、機器に紐付く機器画像（例えば、カメラ２２に
よって撮影された画像や、機器を模式的に表す画像）がユーザによって指定された場合、
その機器が有する機能に関する情報（例えば、機能情報や機能の説明情報等）が、ＵＩ部
２０の表示部に表示されてもよい。
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【０１００】
　以下、図７を参照して、連携機能管理情報について詳しく説明する。図７には、連携機
能管理情報としての連携機能管理テーブルの一例が示されている。連携機能管理テーブル
においては、一例として、機器ＩＤの組み合わせと、連携対象の機器名（例えば各機器の
種類）を示す情報と、連携機能を示す情報（連携機能情報）と、が互いに対応付けられて
いる。例えば、機器ＩＤが「Ａ」の機器はＰＣ（パーソナルコンピュータ）であり、機器
ＩＤが「Ｂ」の機器は複合機である。ＰＣ（Ａ）と複合機（Ｂ）を連携させることにより
、連携機能として、例えば「スキャン転送機能」や「プリント機能」が実現される。「ス
キャン転送機能」は、複合機（Ｂ）によるスキャンによって生成された画像データをＰＣ
（Ａ）に転送する機能である。「プリント機能」は、ＰＣ（Ａ）に保存されているデータ
（例えば画像データや文書データ）を複合機（Ｂ）に送信して複合機（Ｂ）にて印刷する
機能である。なお、３個以上の機器を利用することで実行可能な連携機能が定められても
よい。この場合、３個以上の機器の組み合わせと連携機能とが対応付けられ、その対応付
けが連携機能管理テーブルに登録される。
【０１０１】
　以下、端末装置１０の動作について具体例を挙げて詳しく説明する。
【０１０２】
　図８には、端末装置１０に表示される画面の一例が示されている。端末装置１０の制御
部２６は、ＵＩ部２０の表示部に画面４８を表示させ、その画面４８に各種の情報を表示
させる。画面４８には、一例として、操作アシスタントに紐付くアシスタント画像５０が
表示されている。
【０１０３】
　操作アシスタントは、例えば人工知能によってユーザと対話する機能を有する。例えば
、ユーザがＵＩ部２０を用いて文字入力や音声入力によって情報を入力した場合、操作ア
シスタントは、その情報を解析し、その解析結果を出力する。その解析結果は、文字列や
画像としてＵＩ部２０に表示されてもよいし、音声として発せられてもよい。例えば、ユ
ーザがＵＩ部２０を用いて問い合わせを行うと、操作アシスタントは、その問い合わせ内
容を解析し、その解析結果としての回答を出力する。操作アシスタントは、インターネッ
ト等を利用して情報を検索し、その検索結果を解析してもよいし、機器１２，１４に関す
る情報を取得し、その情報を解析してもよい。その解析結果が、ユーザからの問い合わせ
に対する回答に反映されてもよい。また、操作アシスタントは、ユーザによる各種アプリ
ケーションの利用履歴、ユーザによる端末装置１０の操作履歴、ユーザによる機器１２，
１４の利用履歴、等を管理してもよい。また、操作アシスタントは、他の装置に格納され
ている他の操作アシスタントとの間で通信を行うことで、他の操作アシスタントから情報
を取得してもよい。
【０１０４】
　また、画面４８には機器画像５２，５４が表示されている。機器画像５２は、機器とし
ての複合機Ｂ（画像形成装置）に紐付く画像であり、機器画像５４は、機器としてのＰＣ
（Ａ）に紐付く画像である。ＰＣ（Ａ）と複合機Ｂは、上記のＡＲ技術（マーカ型ＡＲ技
術、マーカレス型ＡＲ技術、又は、位置情報ＡＲ技術）や他の識別技術を利用することで
、特定部２８によって識別された機器である。このように機器が識別された場合、制御部
２６は、機器に紐付く画像を画面４８に表示させる。例えば、一度識別された機器に関す
る情報は記憶部２４に記憶され、その後、改めて当該機器に対する識別処理が行われなく
ても、当該機器に紐付く画像が画面４８に表示される。もちろん、識別された機器に関す
る情報は、ユーザの操作によって記憶部２４から削除されてもよい。この場合、その機器
に紐付く画像も削除される。別の例として、識別された機器を利用して連携機能が実行さ
れた後や、機器が識別された時点から予め定められた時間が経過した後に、その識別され
た機器に関する情報が記憶部２４から削除されてもよい。
【０１０５】
　機器画像５２は、複合機Ｂをカメラ２２によって撮影することで生成された画像（撮影
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時のサイズを有する画像であってもよいし、拡大又は縮小された画像であってもよい）で
あってもよいし、複合機Ｂに紐付く模式的な画像（例えばアイコン）であってもよい。機
器画像５４についても同様に、ＰＣ（Ａ）を撮影することで生成された画像であってもよ
いし、ＰＣ（Ａ）に紐付く模式的な画像であってもよい。
【０１０６】
　なお、機器を撮影することで生成された画像データを利用する場合、現在の機器そのも
のの外観（例えば、キズ、メモ書き、機器に貼り付けられたシール等が反映された外観）
が画像に反映されるので、ユーザにとって他の同種の機器との違いが視覚的により分かる
効果がある。
【０１０７】
　模式的な画像が用いられる場合、特定部２８は、図６に示されている機器機能管理テー
ブルを参照することで、識別された機器に紐付く模式的な画像を特定する。その模式的な
画像は機器画像５２，５４として画面４８に表示される。模式的な画像のデータは端末装
置１０に記憶されていてもよいし、サーバ１６等の外部装置に記憶されていてもよい。
【０１０８】
　また、機器が識別された場合、その機器の名称を示す情報が画面４８に表示されてもよ
い。図８に示す例では、その名称として文字列「複合機Ｂ」と文字列「ＰＣ（Ａ）」が表
示されている。
【０１０９】
　ユーザが複数の機器の情報を操作アシスタントに送った場合、特定部２８は、図７に示
されている連携機能管理テーブルにおいて、当該複数の機器に対応付けられている連携機
能を特定する。制御部２６は、その連携機能に関する情報をＵＩ部２０に表示させる。
【０１１０】
　例えば、ユーザが画面４８上で、矢印５６で示すように機器画像５２をアシスタント画
像５０に繋げ、更に、矢印５８で示すように機器画像５４をアシスタント画像５０に繋げ
た場合、特定部２８（操作アシスタントによって実現される特定部２８）は、機器画像５
２に紐付く複合機Ｂと機器画像５４に紐付くＰＣ（Ａ）を連携対象の機器として識別する
。なお、先に機器画像５２をアシスタント画像５０に繋げ、その後に機器画像５４をアシ
スタント画像５０に繋げてもよいし、先に機器画像５４をアシスタント画像５０に繋げ、
その後に機器画像５２をアシスタント画像５０に繋げてもよい。
【０１１１】
　例えば、ユーザが画面４８上で画像（上記の例では機器画像５２，５４）を指示子（例
えばユーザの指、ペン、スタイラス等）によって他の画像（上記の例ではアシスタント画
像５０）までなぞることで（例えば画像をタッチしてなぞることで）、画像を他の画像に
繋げる。制御部２６は、画面４８への指示子の接触を検知し、画面４８上での指示子の移
動を検知する。
【０１１２】
　上記のように、機器画像５２，５４がアシスタント画像５０に繋げられて複合機ＢとＰ
Ｃ（Ａ）が連携対象の機器として識別された場合、特定部２８は、図７に示されている連
携機能管理テーブルにおいて、ＰＣ（Ａ）と複合機Ｂとの組み合わせに対応付けられてい
る連携機能（例えば、「スキャン転送機能」と「プリント機能」）を特定する。これによ
り、ＰＣ（Ａ）と複合機Ｂとを利用して実行可能な連携機能が特定される。「スキャン転
送機能」は、複合機Ｂによるスキャンによって生成された画像データをＰＣ（Ａ）に転送
する機能である。「プリント機能」は、ＰＣ（Ａ）に記憶されている画像データを複合機
Ｂに転送して複合機Ｂにて印刷する機能である。このようにして特定された連携機能に関
する情報は、ＵＩ部２０に表示される。
【０１１３】
　なお、機器や連携機能の特定処理は、サーバ１６によって行われてもよい。
【０１１４】
　上記のようにして連携機能が特定された場合、例えば図９に示すように、端末装置１０
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の制御部２６は、画面６０をＵＩ部２０に表示させ、その画面６０に連携機能に関する情
報を表示させる。制御部２６は、操作アシスタントが連携機能に関する情報を発している
ように見えるように、アシスタント画像５０に繋げられた吹き出し状の形状を表す画像６
２を画面６０に表示させてもよい。連携機能に関する情報は、その画像６２内に表示され
る。
【０１１５】
　例えば、ユーザが画面６０上にて実行対象の連携機能を指定し、その実行指示を操作ア
シスタントに与えた場合、操作アシスタントはその実行指示を受けて、その実行指示を示
す情報（実行指示情報）を連携対象の機器に送信する。ユーザは、文字入力や音声入力に
よって操作アシスタントに実行指示を与える。別の例として、連携機能の実行を指示する
ためのボタン画像が画面６０に表示され、ユーザはそのボタン画像を押すことで、連携機
能の実行指示を与えてもよい。ＰＣ（Ａ）と複合機Ｂが連携対象の機能として選ばれてい
る場合、実行指示情報がＰＣ（Ａ）と複合機Ｂに送信される。実行指示情報を受けたＰＣ
（Ａ）と複合機Ｂは、その実行指示情報に示されている連携機能（ユーザによって指定さ
れた連携機能）を実行する。例えば、連携機能として「プリント機能」の実行指示が与え
られた場合、ＰＣ（Ａ）は印刷対象の画像データを複合機Ｂに送信し、複合機Ｂは、その
画像データを記録媒体としての用紙上に印刷する。
【０１１６】
　なお、マーカ型ＡＲ技術又はマーカレス型ＡＲ技術によって連携対象の各機器が識別さ
れる場合、当該各機器は別々に撮影されて識別されてもよいし、一緒に撮影されて識別さ
れてもよい。例えば、カメラ２２の撮影領域に複合機Ｂが含まれる状態で複合機Ｂが撮影
され、次に、カメラ２２の撮影領域にＰＣ（Ａ）が含まれる状態でＰＣ（Ａ）が撮影され
ることで、複合機ＢとＰＣ（Ａ）が順次識別される。連携対象の各機器が互いに近い位置
に配置されて、カメラ２２の撮影領域に複合機ＢとＰＣ（Ａ）の両方が必ずしも一緒に含
まれるとは限らない。撮影領域のアングルの変更、撮影領域の拡大や縮小等によって対応
可能な場合もあるが、そのような操作では対応しきれない場合もある。この場合、複数回
撮影することで、各機器が識別される。
【０１１７】
　別の例として、連携対象の機器が基本連携機器として予め設定されていてもよい。例え
ば、複合機Ｂが基本連携機器として予め設定されているものとする。基本連携機器のデバ
イス識別情報は、端末装置１０の記憶部２４に予め記憶されていてもよい。ユーザがＵＩ
部２０を利用して基本連携機器を指定してもよい。基本連携機器が設定されている場合、
ユーザは、基本連携機器以外の連携対象の機器に紐付く画像をアシスタント画像に繋げる
。これにより、連携対象の機器が特定（識別）され、基本連携機器と当該機器とを利用し
て実行可能な連携機能が特定（識別）される。
【０１１８】
　以下、連携機能を実行するときの動作について説明する。例えば、連携機能を実行する
とき、端末装置１０から連携対象の各機器に対して接続要求が送信され、端末装置１０と
各機器とが接続される。以下、図１０を参照して、この接続処理について説明する。図１
０は、その処理を示すシーケンス図である。
【０１１９】
　端末装置１０において、ユーザによって、連携対象の機器として複合機ＢとＰＣ（Ａ）
が指定された場合（つまり、複合機Ｂに紐付く画像とＰＣ（Ａ）に紐付く画像が操作アシ
スタントに渡された場合）、端末装置１０は、連携対象の機器（複合機ＢとＰＣ（Ａ））
に接続要求を示す情報を送信する（Ｓ０１）。この送信の制御は、操作アシスタントによ
って行われてもよい。例えば、連携対象の各機器のアドレス情報がサーバ１６に記憶され
ている場合、端末装置１０は、各機器のアドレス情報をサーバ１６から取得する。デバイ
ス識別情報にアドレス情報が含まれている場合、端末装置１０の制御部２６は、各機器の
デバイス識別情報からアドレス情報を取得する。アドレス情報の取得処理は、操作アシス
タントによって行われてもよい。もちろん、端末装置１０の記憶部２４に各機器のアドレ
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ス情報が記憶されていてもよい。端末装置１０は、別の手法によって各機器のアドレス情
報を取得してもよい。端末装置１０は、連携対象の各機器（例えば複合機ＢとＰＣ（Ａ）
）のアドレス情報を用いて、連携対象の各機器に接続要求を示す情報を送信する。
【０１２０】
　接続要求を示す情報を受けた複合機ＢとＰＣ（Ａ）は、端末装置１０との接続の許可又
は不許可を判断する（Ｓ０２）。例えば、複合機ＢとＰＣ（Ａ）が、接続が許可されてい
ない機器に該当する場合や、接続を要求している装置の数が上限を超えている機器に該当
する場合、接続は許可されない。なお、端末装置１０からの接続が許可された場合、複合
機ＢとＰＣ（Ａ）のそれぞれの固有の設定情報が端末装置１０から変更されないように、
その変更操作が禁止されてもよい。例えば、複合機Ｂの色彩のパラメータや、節電に移行
する際の設定時間等の変更が禁止されてもよい。これにより、連携対象の機器に対するセ
キュリティが向上する。別の例として、機器を連携させる場合、当該機器を連携させずに
単独で利用する場合と比べて、設定情報の変更が制限されてもよい。例えば、機器を単独
で利用する場合と比べて、より少ない設定項目の変更が許可されてもよい。また、稼働履
歴のような他のユーザの個人情報の閲覧を禁止してもよい。これにより、ユーザの個人情
報に対するセキュリティが向上する。
【０１２１】
　接続の許可又は不許可を示す結果情報が、複合機ＢとＰＣ（Ａ）から端末装置１０に送
信される（Ｓ０３）。複合機ＢとＰＣ（Ａ）への接続が許可された場合、端末装置１０と
複合機Ｂとの間で通信が確立され、更に、端末装置１０とＰＣ（Ａ）との間で通信が確立
される。
【０１２２】
　次に、端末装置１０において、ユーザは連携機能（例えば「プリント機能」）の実行を
指示する（Ｓ０４）。端末装置１０は、その指示に従って、連携機能の実行指示を示す情
報（実行指示情報）を、連携対象の各機器（複合機ＢとＰＣ（Ａ））に送信する（Ｓ０５
）。この送信の制御は、操作アシスタントによって行われてもよい。複合機Ｂに送信され
る実行指示情報には、複合機Ｂにて実行される処理を示す情報（例えばジョブ情報）が含
まれ、ＰＣ（Ａ）に送信される実行指示情報には、ＰＣ（Ａ）にて実行される処理を示す
情報（例えばジョブ情報）が含まれる。
【０１２３】
　実行指示情報を受けた複合機ＢとＰＣ（Ａ）は、実行指示情報に従って連携機能（例え
ば「プリント機能」）を実行する（Ｓ０６）。実行対象の連携機能に、複合機ＢとＰＣ（
Ａ）との間でデータの送受信が行われる処理が含まれている場合、複合機ＢとＰＣ（Ａ）
との間で通信が確立される。例えば、複合機Ｂに送信される実行指示情報にはＰＣ（Ａ）
のアドレス情報が含まれており、ＰＣ（Ａ）に送信される実行指示情報には複合機Ｂのア
ドレス情報が含まれている。それらのアドレス情報を用いて、複合機ＢとＰＣ（Ａ）との
間で通信が確立される。その通信が確立された後、ＰＣ（Ａ）は、印刷対象の画像データ
を複合機Ｂに送信し、複合機Ｂは、その画像データを記録媒体としての用紙上に印刷する
。
【０１２４】
　連携機能の実行が終了すると、連携機能の実行完了を示す情報が、複合機ＢとＰＣ（Ａ
）から端末装置１０に送信される（Ｓ０７）。端末装置１０のＵＩ部２０には、連携機能
の実行が完了したことを示す情報が表示される（Ｓ０８）。なお、実行指示を与えた時点
から予め設定された時間が経過しても実行完了を示す情報が表示されない場合、端末装置
１０の制御部２６は、エラーを示す情報をＵＩ部２０に表示させ、再度、実行指示情報、
又は、接続要求を示す情報を、複合機ＢとＰＣ（Ａ）に送信してもよい。
【０１２５】
　次に、ユーザは、複合機ＢとＰＣ（Ａ）の連携状態を解除するか否かを確認し（Ｓ０９
）、解除の有無に応じた処理が実行される（Ｓ１０）。連携状態を解除する場合、ユーザ
は、端末装置１０を利用して解除の指示を与える。これにより、端末装置１０と複合機Ｂ
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との間の通信が解除され、更に、端末装置１０とＰＣ（Ａ）との間の通信が解除される。
同様に、複合機ＢとＰＣ（Ａ）との間の通信も解除される。連携状態を解除しない場合、
継続して実行指示が与えられてもよい。
【０１２６】
　また、連携対象の機器を増やしてもよい。例えば３台目の機器に紐付く画像が操作アシ
スタントに渡されて、複合機ＢとＰＣ（Ａ）とを含む３台の機器を連携させてもよい。な
お、複合機ＢとＰＣ（Ａ）が既に連携対象の機器として識別されていることを示す情報は
、端末装置１０やサーバ１６に記憶される。
【０１２７】
　連携対象の機器を示すデバイス識別情報や、実行された連携機能を示す連携機能情報は
、端末装置１０やサーバ１６等に記憶されてもよい。例えば、端末装置１０を利用するユ
ーザのユーザアカウント情報（ユーザ識別情報）が取得され、そのユーザアカウント情報
と、連携対象の機器を示すデバイス識別情報と、実行された連携機能を示す連携機能情報
と、の対応付けを示す履歴情報が作成され、端末装置１０やサーバ１６等に記憶されても
よい。履歴情報は、端末装置１０によって作成されてもよいし、サーバ１６によって作成
されてもよい。履歴情報を参照することで、どのような連携機能がどのような機器群を用
いて実行されたのかが特定される。
【０１２８】
　なお、連携対象の機器（例えば複合機ＢとＰＣ（Ａ））は、接続を要求したユーザのユ
ーザアカウント情報や、接続要求元の端末装置１０を示す端末識別情報を、履歴情報とし
て記憶してもよい。この履歴情報を参照することで、機器を利用したユーザが特定される
。例えば、機器が壊れたときに当該機器を使用していたユーザを特定する場合や、消耗品
等について課金処理を行う場合等に、履歴情報を活用してユーザを特定してもよい。履歴
情報は、端末装置１０やサーバ１６に記憶されてもよいし、別の装置に記憶されてもよい
。
【０１２９】
　ユーザアカウント情報は、例えば、端末装置１０の記憶部２４に予め記憶されており、
端末装置１０の制御部２６は、ユーザ識別手段の一例として機能し、記憶部２４からユー
ザのユーザアカウント情報を読み込んで、端末装置１０を使用するユーザを識別する。複
数のユーザのユーザアカウント情報が記憶部２４に記憶されている場合、ユーザは端末装
置１０を使用して、自身のユーザアカウント情報を指定する。これにより、当該ユーザの
ユーザアカウント情報が読み込まれ、当該ユーザが識別される。別の例として、端末装置
１０の制御部２６は、端末装置１０にログインしているユーザのユーザアカウント情報を
読み込むことでユーザを識別してもよい。更に別の例として、同一の端末装置１０に、１
つのユーザアカウント情報のみが記憶されている場合、端末装置１０の制御部２６は、そ
のユーザアカウント情報を読み込むことでユーザを識別してもよい。なお、ユーザアカウ
ントが設定されておらず、ユーザアカウント情報が作成されていない場合、初期設定が行
われ、これにより、ユーザアカウント情報が作成される。
【０１３０】
　ユーザ毎に連携機能の利用履歴が管理され、読み込まれたユーザアカウント情報が示す
ユーザによって過去に利用された連携機能を示す情報が、端末装置１０のＵＩ部２０に表
示されてもよい。その利用履歴を示す情報は、端末装置１０に記憶されていてもよいし、
サーバ１６に記憶されていてもよい。また、予め設定された利用頻度以上の頻度で利用さ
れている連携機能を示す情報が表示されてもよい。このようなショートカット機能を設け
ることにより、連携機能に関するユーザの操作の手間が軽減される。
【０１３１】
　以上のように第１実施形態によれば、連携対象となる機器に紐付く機器画像を操作アシ
スタントに渡すことで（例えば機器画像をアシスタント画像５０に繋げることで）、連携
機能に関する情報が提供される。このように、操作アシスタントを利用した簡易な操作に
よって、連携機能に関する情報が提供される。
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【０１３２】
　なお、３個以上の機器画像がアシスタント画像５０に渡された場合、３個以上の機器を
利用して実行可能な連携機能に関する情報が表示される。
【０１３３】
　なお、特定部２８は、予め定められた制限時間内に複数の機器の情報が操作アシスタン
トに送られた場合、当該複数の機器を利用して実行可能な連携機能を特定し、当該制限時
間内に１つの機器の情報が操作アシスタントに送られた場合、当該機器が有する機能（単
独機能）を特定してもよい。この場合、特定部２８によって特定された連携機能又は単独
機能に関する情報がＵＩ部２０の表示部に表示される。制限時間の開始時点は、例えば、
最初の機器画像がアシスタント画像５０に繋げられた時点である。
【０１３４】
　例えば図８に示す例において、ユーザが複合機Ｂに紐付く機器画像５２をアシスタント
画像５０に繋げた時点から制限時間内に他の機器画像をアシスタント画像５０に繋げなか
った場合、特定部２８は、図６に示されている機器機能管理テーブルにおいて、複合機Ｂ
に対応付けられている機能（単独機能）を特定する。制御部２６は、その単独機能に関す
る情報をＵＩ部２０の表示部に表示させる。この場合、図１０に示されている処理と同様
に、複合機Ｂに対して接続要求を示す情報が送信され、接続が許可された場合、ユーザに
よって指定された単独機能が複合機Ｂによって実行される。
【０１３５】
　一方、ユーザが機器画像５２をアシスタント画像５０に繋げた時点から制限時間内に他
の機器画像（例えば機器画像５４）をアシスタント画像５０に繋げた場合、特定部２８は
、図７に示されている連携機能管理テーブルにおいて、複合機ＢとＰＣ（Ａ）との組み合
わせに対応付けられている連携機能を特定する。制御部２６は、その連携機能に関する情
報をＵＩ部２０に表示させる。
【０１３６】
　上記のように制限時間を設けることで、連携機能又は単独機能の提供の切り替えが可能
となる。
【０１３７】
（変形例１）
　以下、図１１を参照して変形例１について説明する。図１１には、画面４８が示されて
いる。画面４８には、図８と同様に、アシスタント画像５０と機器画像５２，５４が表示
されている。ユーザが画面４８上で、矢印６４で示すように、機器画像５２をアシスタン
ト画像５０まで移動させて機器画像５２をアシスタント画像５０に重ねた場合、特定部２
８（操作アシスタントによって実現される特定部２８）は、機器画像５２に紐付く複合機
Ｂを連携対象の機器として識別する。同様に、ユーザが画面４８上で、矢印６６で示すよ
うに、機器画像５４をアシスタント画像５０に重ねた場合、特定部２８は、機器画像５４
に紐付くＰＣ（Ａ）を連携対象の機器として識別する。この場合、上記と同様に、特定部
２８は、連携機能管理テーブルにおいて、複合機ＢとＰＣ（Ａ）との組み合わせに対応付
けられている連携機能を特定する。特定された連携機能に関する情報は、図９に示すよう
に、ＵＩ部２０の表示部に表示される。
【０１３８】
　なお、先に機器画像５２をアシスタント画像５０に重ね、その後に機器画像５４をアシ
スタント画像５０に重ねてもよいし、先に機器画像５４をアシスタント画像５０に重ね、
その後に機器画像５２をアシスタント画像５０に重ねてもよい。
【０１３９】
　例えば、ユーザが指示子を用いてドラッグ＆ドロップ操作することで、機器画像をアシ
スタント画像５０に重ねる。図１１に示す例では、ユーザが機器画像５２をドラッグ操作
し（破線で示す機器画像５２）、アシスタント画像５０に重なる位置で機器画像５２をド
ロップ操作している。なお、ユーザの音声指示に従って、重ね合わせ操作が行われてもよ
い。
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【０１４０】
　また、特定部２８は、制限時間内に複数の機器画像がアシスタント画像５０に重ねられ
た場合、当該複数の機器画像のそれぞれに紐付く機器を利用して実行可能な連携機能を特
定し、制限時間内に１つの機器画像がアシスタント画像５０に重ねられた場合、当該機器
画像に紐付く機器が有する機能（単独機能）を特定してもよい。制限時間の開始時点は、
最初の機器画像がアシスタント画像５０に重ねられた時点である。
【０１４１】
　例えば図１１に示す例において、ユーザが複合機Ｂに紐付く機器画像５２をアシスタン
ト画像５０に重ねた時点から制限時間内に他の機器画像がアシスタント画像５０に重ねら
れなかった場合、特定部２８は、図６に示されている機器機能管理テーブルにおいて、複
合機Ｂに対応付けられている機能（単独機能）を特定する。制御部２６は、その単独機能
に関する情報をＵＩ部２０の表示部に表示させる。この場合、図１０に示されている処理
と同様に、複合機Ｂに対して接続要求を示す情報が送信され、接続が許可された場合、ユ
ーザによって指定された単独機能が複合機Ｂによって実行される。
【０１４２】
　一方、ユーザが機器画像５２をアシスタント画像５０に重ねた時点から制限時間内に他
の機器画像（例えば機器画像５４）をアシスタント画像５０に重ねた場合、特定部２８は
、図７に示されている連携機能管理テーブルにおいて、複合機ＢとＰＣ（Ａ）との組み合
わせに対応付けられている連携機能を特定する。制御部２６は、その連携機能に関する情
報をＵＩ部２０に表示させる。
【０１４３】
　アシスタント画像５０に対して複数の機器画像が重ねられた場合、端末装置１０の制御
部２６は、当該複数の機器画像が互いに重ねられた状態を表す新たな合成画像を生成して
もよい。例えば図１１に示すように、機器画像５２，５４がその順番でアシスタント画像
５０に重ねられた場合、図１２に示すように、機器画像５２，５４をグルーピングするこ
とで生成された新たな合成画像６８が表示される。合成画像６８は、例えば端末装置１０
の制御部２６によって生成される。合成画像６８は、機器画像５２上に機器画像５４が重
ねられた状態を表す画像である。合成画像６８は、機器画像５２上に機器画像５４が重ね
られたそのままの状態を表す画像であってもよいし、その状態を模式的に表す画像（例え
ばアイコン）であってもよい。なお、合成画像６８が生成された場合も、元の機器画像５
２，５４はそのままの状態で表示される。なお、機器画像５４，５２の順番で各機器画像
がアシスタント画像５０に重ねられた場合、機器画像５４上に機器画像５２が重ねられた
状態を表す合成画像が生成される。
【０１４４】
　上記のように合成画像６８が生成された場合、端末装置１０の制御部２６は、合成画像
６８を画面４８に残して表示させる。その合成画像６８が、アシスタント画像５０に重ね
られ、更に、別の機器画像がアシスタント画像５０に重ねられた場合、合成画像６８に紐
付く複数の機器と当該別の機器画像に紐付く機器とが連携対象の機器として識別される。
例えば図１３に示すように、ディスプレイＤが識別され、そのディスプレイＤに紐付く機
器画像７０が画面４８に表示されているものとする。合成画像６８がユーザの操作によっ
てアシスタント画像５０に重ねられ、更に、機器画像７０がユーザの操作によってアシス
タント画像５０に重ねられた場合、特定部２８は、合成画像６８に紐付く複合機ＢとＰＣ
（Ａ）を連携対象の機器として識別し、更に、機器画像７０に紐付くディスプレイＤを連
携対象の機器として識別する。この場合、特定部２８は、図７に示されている連携機能管
理テーブルにおいて、ＰＣ（Ａ）と複合機ＢとディスプレイＤとの組み合わせに対応付け
られている連携機能を特定する。その連携機能に関する情報は、ＵＩ部２０の表示部に表
示される。また、合成画像６８上に機器画像７０が重ねられた状態を表す新たな合成画像
が生成されて表示される。
【０１４５】
　上記のように合成画像を表示し、当該合成画像をアシスタント画像５０に重ね、更に別
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の機器画像をアシスタント画像５０に重ねることで、連携させる機器を増加させることが
できる。また、合成画像は、連携対象の機器が重ねられた状態を表わしているため、合成
画像を表示することで、どのような機器が連携対象の機器として指定されているのかがユ
ーザにとって視覚的に分かり易い。
【０１４６】
　上記の合成画像は、次回以降に連携機能を実行する際のショートカット用の画像として
用いられてもよい。例えば、ユーザが端末装置１０を用いて、合成画像をショートカット
用の画像として登録する指示を与えると、その登録用画面がＵＩ部２０の表示部に表示さ
れる。この登録画面には、合成画像が表示されるとともに、連携対象の複数の機器を利用
して実行可能な連携機能の登録内容を示す情報が表示される。例えば、連携機能名、連携
機能の概要、及び、連携に必要な機器を示す情報が、登録内容を示す情報として表示され
る。ユーザは端末装置１０を用いて、登録内容（例えば、連携機能名、連携機能の概要等
）を編集してもよい。登録画面上でユーザが登録指示を与えた場合、合成画像がショート
カット用の画像として登録される。また、ユーザによって登録内容が編集された場合、そ
の編集内容も合成画像に紐付いて登録される。合成画像としてのショートカット用画像が
生成されてＵＩ部２０の表示部に表示される。ショートカット用画像は、例えば端末装置
１０の制御部２６によって生成される。複数のショートカット用画像が生成されて登録さ
れた場合、ＵＩ部２０の表示部には、ショートカット用画像の一覧が表示されてもよい。
なお、ショートカット用画像と登録内容を示す情報は、端末装置１０に記憶される。別の
例として、ショートカット用画像と登録内容を示す情報は、ユーザアカウント情報に紐付
けられてサーバ１６に記憶されてもよい。この場合、ユーザアカウント情報が端末装置１
０からサーバ１６に送信されると、そのユーザアカウント情報に紐付けられた情報（ショ
ートカット用画像と登録内容を示す情報）が、サーバ１６から端末装置１０に送信されて
表示される。
【０１４７】
　なお、ショートカット用画像には、連携対象の機器毎に、機器のステータスを示す情報
（例えば画像等）が含まれてもよい。例えば、連携対象の機器が連携機能を実行できる状
態の場合、その旨を示す画像（例えば緑色や青色の画像）がステータスを示す情報として
表示される。連携対象の機器が連携機能を実行できる状態ではない場合、その旨を示す画
像（例えば白色や赤色の画像）がステータスを示す情報として表示される。連携機能を実
行できる状態とは、例えば、現在、機器が使用されていない状態、故障が発生していない
状態、等である。連携機能を実行できない状態とは、例えば、機器が使用されている状態
、故障が発生している状態、等である。例えば、操作アシスタントが、連携対象の機器の
ステータスを示す情報を連携対象の機器から取得し、その情報に基づいてステータス情報
を表示する。情報の取得はサーバ１６によって行われてもよい。
【０１４８】
　端末装置１０のＵＩ部２０にショートカット用画像が表示されている場合において、ユ
ーザがショートカット用画像を指定して連携機能の実行を指示した場合（例えば、ユーザ
がショートカット用画像をクリックやダブルクリックした場合）、そのショートカット用
画像に紐付く連携機能を示す情報が表示されてもよいし、その連携機能の実行が制御され
てもよい。また、ユーザがショートカット用画像をアシスタント画像５０に重ねた場合や
、ショートカット用画像をアシスタント画像５０に繋げた場合、そのショートカット用画
像に紐付く連携機能を示す情報が表示されてもよいし、その連携機能の実行が制御されて
もよい。
【０１４９】
　以上のように、連携機能とショートカット用画像とを紐付けて管理することで、次回以
降、連携機能を実行するためのユーザの操作負担が軽減される。
【０１５０】
　なお、別の操作例として、複数の機器画像がユーザによって選択され（例えば、画面上
において複数の機器画像を囲む操作が行われることで当該複数の機器画像が選択される）
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、当該複数の機器画像がまとめてアシスタント画像５０に繋げられたり重ねられたりして
もよい。このような操作によっても、当該複数の機器画像のそれぞれに紐付く機器が、連
携対象の機器として識別される。
【０１５１】
（変形例２）
　以下、変形例２について説明する。変形例２では、変形例１と同様に、機器画像をアシ
スタント画像５０に重ねることで、当該機器画像に紐付く機器が連携対象の機器として識
別される。変形例２では、機器画像をアシスタント画像５０に重ねる操作がユーザによっ
て行われた場合、制御部２６は、機器画像がアシスタント画像５０に吸い込まれる表示演
出を実行する。
【０１５２】
　図１４には、その表示例が示されている。例えば、画面４８上で、矢印７２で示すよう
に、ユーザが機器画像５２をドラッグ操作してアシスタント画像５０に近付けた場合、制
御部２６は、機器画像５２の形状を変形させることで、例えば一部がアシスタント画像５
０に向けて伸びる機器画像７４を生成して画面４８に表示させる。機器画像７４は、例え
ば、アシスタント画像５０に向けて先細りとなる形状を有する。例えば、機器画像５２を
アシスタント画像５０に向けて移動させている状態で、機器画像５２とアシスタント画像
５０との間の距離（画面４８上の距離）が、予め定められた閾値以下となった場合、制御
部２６は、機器画像５２を変形させることで機器画像７４を生成する。ユーザが機器画像
７４を更にアシスタント画像５０に近付けてアシスタント画像５０上に重ねた場合、機器
画像７４に紐付く機器が連携対象の機器として識別され、制御部２６は、機器画像７４を
画面４８から消す。つまり、制御部２６は、アシスタント画像５０が表示されている位置
で、機器画像７４が消える演出を実行する。このとき、制御部２６は、機器画像７４がア
シスタント画像５０に吸い込まれるような表示演出を行う。なお、機器画像５２がアシス
タント画像５０上に重ねられた後も、機器画像５２は元の位置に表示されてもよい。もち
ろん、機器画像５２がアシスタント画像５０上に重ねられた後、機器画像５２は画面４８
に表示されず、連携機能の実行が終了した後に、機器画像５２が画面４８に表示されても
よい。
【０１５３】
　上記のような演出を行うことで、ユーザによって操作されている機器画像が操作アシス
タントに渡される様子が視覚的に明らかになる。
【０１５４】
　また、ユーザによって選択された複数の機器の組み合わせに対応付けられている連携機
能が連携機能管理テーブルに登録されていない場合、特定部２８は、利用可能な連携機能
が登録されていないと判断する。この場合、制御部２６は、利用可能な連携機能が登録さ
れていないことを示すメッセージをＵＩ部２０に表示させる。このような場合であっても
、機器の更新状況等によって、連携機能の利用が可能になる場合がある。この場合、特定
部２８は、利用可能になった連携機能を特定する。
【０１５５】
　また、制御部２６は、操作アシスタントに渡された機器によって連携機能の実行が不可
能な場合、当該機器に紐付く機器画像を再表示する演出を実行してもよい。例えば、上記
のように、機器画像がアシスタント画像５０に重ねられて、アシスタント画像５０の表示
位置で消えた場合において、その機器画像に紐付く機能によって連携機能の実行が不可能
な場合、制御部２６は、その機器画像を再表示する演出を実行する。このとき、制御部２
６は、アシスタント画像５０から当該機器に紐付く機器画像を吐き出す表示演出を実行し
てもよい。
【０１５６】
　図１５には、その表示例が示されている。例えば、画面４８上で、ユーザが機器画像７
６をアシスタント画像５０に重ねた後、機器画像７８をアシスタント画像５０に重ねたも
のとする。この重ね合わせによって、アシスタント画像５０の表示位置で機器画像７６，
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７８が消える。なお、機器画像７６，７８は移動元の位置には表示されている。機器画像
７６に紐付く機器と機器画像７８に紐付く機器とを利用して実行可能な連携機能（両機器
の組み合わせに対応付けられている連携機能）が連携機能管理テーブルに登録されていな
い場合、制御部２６は、後から重ねられた機器画像７８をアシスタント画像５０の表示位
置で再表示する演出を実行する。このとき、制御部２６は、後から重ねられた機器画像７
８の形状を変形させることで、矢印８０で示すように、アシスタント画像５０から外側に
向けて膨らむ形状を有する機器画像８２を生成して画面４８に表示させてもよい。制御部
２６は、機器画像８２を機器画像７８の表示位置まで移動させ、その後、機器画像８２を
画面４８から消す。もちろん、制御部２６は、機器画像７８の形状を変形させずに、アシ
スタント画像５０上まで移動させられた機器画像７８をアシスタント画像５０から元の表
示位置まで弾き飛ばすような表示演出を行ってもよい。機器画像７６についても同様の表
示演出が行われてもよい。
【０１５７】
　上記のような演出を行うことで、連携機能の実行が不可能であることが視覚的に明らか
になる。
【０１５８】
（変形例３）
　以下、変形例３について説明する。変形例３では、機器の情報を操作アシスタントに送
る順番に応じた連携機能の表示が制御される。以下、図１６から図１８を参照して、この
変形例３について詳しく説明する。
【０１５９】
　図１６には、変形例３に係る連携機能管理テーブルの一例が示されている。この連携機
能管理テーブルにおいては、一例として、機器ＩＤの組み合わせを示す情報と、連携対象
の機器名（例えば各機器の種類）を示す情報と、連携機能を示す情報（連携機能情報）と
、接続順番を示す情報と、優先順位を示す情報と、が互いに対応付けられている。機器Ｉ
Ｄと機器名はデバイス識別情報の一例に相当する。なお、３個以上の機器を利用すること
で実行可能な連携機能が定められてもよい。この場合、３個以上の機器の組み合わせと連
携機能とが対応付けられ、その対応付けが連携機能管理テーブルに登録される。
【０１６０】
　接続順番は、機器の指定の順番に対応しており、例えば、機器画像をアシスタント画像
５０に繋げる順番や重ねる順番に対応している。例えば、ユーザが複数の機器画像を順番
にアシスタント画像５０に繋げたり重ねたりした場合、その順番が接続順番に相当する。
具体的には、ユーザが第１機器画像を先にアシスタント画像５０に繋げ、その後、第２機
器画像をアシスタント画像５０に繋げた場合、第１機器画像に紐付く第１機器の指定の順
番が１番であり、第２機器画像に紐付く第２機器の指定の順番が２番である。また、ユー
ザが第１機器画像をアシスタント画像５０に先に重ね、その後、第２機器画像をアシスタ
ント画像５０に重ねた場合、第１機器画像に紐付く第１画像の指定の順番が１番であり、
第２機器画像に紐付く第２機器の指定の順番が２番である。
【０１６１】
　優先順位は、連携機能に関する情報の表示の優先順位である。例えば、ＰＣ（Ａ）と複
合機Ｂとの組み合わせには、連携機能として「スキャン転送機能」と「プリント機能」が
対応付けられている。例えば、複合機Ｂ、ＰＣ（Ａ）の順番で各機器に紐付く機器画像が
アシスタント画像５０に繋げられたり重ねられたりした場合、「スキャン転送機能」の優
先順位が「１位」となり、「プリント機能」の優先順位は「２位」となる。この場合、「
スキャン転送機能」に関する情報が「プリント機能」に関する情報よりも優先的に表示さ
れる。例えば、「スキャン転送機能」に関する情報が「プリント機能」に関する情報より
も上位に表示されたり、先に表示されたりする。それとは逆に、ＰＣ（Ａ）、複合機Ｂの
順番で各機器に紐付く機器画像がアシスタント画像５０に繋げられたり重ねられたりした
場合、「プリント機能」の優先順位が「１位」となり、「スキャン転送機能」の優先順位
が「２位」となる。この場合、「プリント機能」に関する情報が「スキャン転送機能」に
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関する情報よりも優先的に表示される。
【０１６２】
　図１７には、優先順位に従った表示例が示されている。例えば、複合機Ｂ、ＰＣ（Ａ）
の順番で機器画像５２，５４がアシスタント画像５０に繋げられたり重ねられたりした場
合、「スキャン転送機能」の優先順位が「１位」となり、「プリント機能」の優先順位が
「２位」となる。そのため、「スキャン転送機能」に関する情報が「プリント機能」に関
する情報よりも優先的に（例えば上位に）表示される。画面６０上にて連携機能がユーザ
によって指定されて実行指示が与えられると、指定された連携機能が実行される。
【０１６３】
　図１８には、優先順位に従った別の表示例が示されている。例えば、ＰＣ（Ａ）、複合
機Ｂの順番で機器画像５４，５２がアシスタント画像５０に繋げられたり重ねられたりし
た場合、「プリント機能」の優先順位が「１位」となり、「スキャン転送機能」の優先順
位は「２位」となる。そのため、「プリント機能」に関する情報が「スキャン転送機能」
に関する情報よりも優先的に（例えば上位に）表示される。
【０１６４】
　以上のように、操作アシスタントに機器に関する情報を送る順番に応じて、連携機能に
関する情報の表示順位が変更される。機器の接続順番（機器の情報を操作アシスタントに
送る順番）は、各機器で利用される機能の順番や、連携する機器間を移動するデータの移
動順番を兼ねており、機器を指定する操作は、機能の順番やデータの移動順番を指定する
操作を兼ねることになる。それ故、接続順番に応じて連携機能に関する情報の表示順位を
変えることで、ユーザが利用するであろうと予測される連携機能に関する情報が優先的に
表示される。つまり、ユーザが利用する可能性の高い連携機能に関する情報が優先的に表
示される。例えば、複合機Ｂ、ＰＣ（Ａ）の順番で各機器に紐付く機器画像がアシスタン
ト画像５０へ渡された場合、「ＰＣ（Ａ）よりも先に複合機Ｂの機能を利用し、複合機Ｂ
からＰＣ（Ａ）へデータを転送する」という連携機能がユーザによって利用されると予測
される。また、ＰＣ（Ａ）、複合機Ｂの順番で各機器に紐付く機器画像がアシスタント画
像５０へ渡された場合、「複合機Ｂよりも先にＰＣ（Ａ）の機能を利用し、ＰＣ（Ａ）か
ら複合機Ｂへデータを転送する」という連携機能がユーザによって利用されると予測され
る。それ故、機器を選択する順番に応じて連携機能に関する情報の表示順位を変えること
で、ユーザが利用する可能性の高い連携機能に関する情報が優先的に表示される。
【０１６５】
（変形例４）
　以下、変形例４について説明する。変形例４では、機器に紐付く機器画像内の部分毎に
異なる機能が割り当てられている。機器画像内の部分がユーザによって指定されて、その
部分がアシスタント画像５０に繋げられたり重ねられたりした場合、その部分に割り当て
られている機能を利用して実行可能な連携機能に関する情報が表示される。以下、変形例
４について詳しく説明する。
【０１６６】
　図１９には、変形例４に係る機器機能管理テーブルの一例が示されている。この機器機
能管理テーブルにおいては、一例として、機器ＩＤと、機器名（例えば機器の種類）を示
す情報と、機器画像内の位置（部分の位置）を示す情報と、その機器画像内の位置（部分
の位置）に対応する機能を示す情報（機能情報）と、画像ＩＤと、が対応付けられている
。機器画像内の位置は、機器に紐付く機器画像内の特定の位置（特定の部分）であり、例
えば、機器を模式的に表す機器画像内の特定の位置や、カメラによって撮影された機器画
像内の特定の位置である。機器画像内の特定の位置（部分）毎に、異なる機能が対応付け
られている。なお、３個以上の部分を利用することで実行可能な連携機能が定められても
よい。この場合、３個以上の部分の組み合わせと連携機能とが対応付けられ、その対応付
けが連携機能管理テーブルに登録される。もちろん、部分と機器全体とを利用して実行可
能な連携機能が定められ、部分と機器全体との組み合わせと連携機能との対応付けが連携
機能管理テーブルに登録されてもよい。
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【０１６７】
　図２０には、ＵＩ部２０の表示部に表示される画面の一例が示されている。例えば、複
合機ＢとＰＣ（Ａ）が識別されており、画面４８に機器画像７０，５４が表示されている
。また、複合機ＢとＰＣ（Ａ）に含まれる各部分も識別されている。部分の識別も、上述
した識別技術（例えばＡＲ技術等）を用いることで実現される。例えば、機器の各部分を
撮影してマーカレス型ＡＲ技術を適用することで、各部分が識別される。
【０１６８】
　例えば、機器画像７０において複合機Ｂの本体部分に対応する特定の位置（部分画像７
０ａ）には、「プリント機能」が割り当てられている。機器画像７０において複合機Ｂの
原稿カバーや原稿ガラスや自動原稿給紙装置に対応する特定の位置（部分画像７０ｂ）に
は、「スキャン機能」が割り当てられている。機器画像７０において後処理装置に対応す
る特定の位置（部分画像７０ｃ）には、「ステープル止め機能」が割り当てられている。
「ステープル止め機能」は、出力された用紙をステープラによって止める機能である。ま
た、機器画像５４においてＰＣ（Ａ）の本体部分に対応する特定の位置（部分画像５４ａ
）には、「データ保存機能」が割り当てられている。機器画像５４においてＰＣ（Ａ）の
表示部に対応する特定の位置（部分画像５４ｂ）には、「画面表示機能」が割り当てられ
ている。「データ保存機能」は、他の装置から送られてきたデータをＰＣ（Ａ）にて保存
する機能である。「画面表示機能」は、他の装置から送られてきたデータをＰＣ（Ａ）に
て表示する機能である。
【０１６９】
　なお、端末装置１０の制御部２６は、機器画像内の特定の位置に割り当てられている機
能の名称（例えば印刷やスキャン等）を画面４８に表示させてもよい。これにより、特定
の位置にどのような機能が対応しているのかが分かり易い情報がユーザに提供される。も
ちろん、機能の名称は表示されなくてもよい。
【０１７０】
　機器画像において機能が対応付けられている部分がユーザによって指定され、その部分
の画像がアシスタント画像５０に繋げられたり重ねられたりした場合、その部分が連携対
象の部分として識別される。例えば、矢印８４で示すように、部分画像７０ｂがアシスタ
ント画像５０に繋げられ、矢印８６で示すように、部分画像５４ｂがアシスタント画像５
０に繋げられた場合、部分画像７０ｂを含む機器画像７０に紐付いた複合機Ｂと部分画像
５４ｂを含む機器画像５４に紐付いたＰＣ（Ａ）が、連携対象の機器として指定されると
共に、部分画像７０ｂに対応する「スキャン機能」と部分画像５４ｂに対応する「画面表
示機能」が指定される。
【０１７１】
　連携対象の機器（例えばＰＣ（Ａ）と複合機Ｂ）が識別されると、特定部２８は、図７
に示されている連携機能管理テーブルにおいて、ＰＣ（Ａ）と複合機Ｂとの組み合わせに
対応付けられている連携機能を特定する。また、特定部２８は、図１９に示されている機
器機能管理テーブルを参照することにより、操作アシスタントに渡された機器画像内の部
分に対応付けられている機能を特定する。そして、特定部２８は、ＰＣ（Ａ）と複合機Ｂ
とを利用して実行可能な連携機能群の中で、その部分に対応付けられている機能を利用す
る連携機能の優先順位を上げて、その機能を利用しない連携機能の優先順位を下げる。端
末装置１０の制御部２６は、その優先順位に従って、連携機能に関する情報を連携機能候
補に関する情報としてＵＩ部２０に表示させる。
【０１７２】
　例えば図２１に示すように、端末装置１０の制御部２６は、ＵＩ部２０の表示部に画面
６０を表示させ、その画面６０に連携機能に関する情報を表示させる。「スキャン機能」
と「画面表示機能」がその順番でユーザによって指定されているため、「スキャン機能」
と「画像表示機能」とを利用して実行可能な連携機能「スキャン転送表示機能」に関する
情報が、他の連携機能に関する情報よりも優先的に（例えば上位に）表示される。例えば
、「スキャン機能」と「データ保存機能」とを利用して実行可能な連携機能「スキャン転
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送保存機能」に関する情報よりも、「スキャン転送表示機能」に関する情報が優先的に表
示される。なお、「スキャン転送表示機能」は、複合機Ｂによるスキャンによって生成さ
れたデータをＰＣ（Ａ）に転送してＰＣ（Ａ）の画面に表示する機能である。「スキャン
転送保存機能」は、複合機Ｂによるスキャンによって生成されたデータをＰＣ（Ａ）に転
送してＰＣ（Ａ）に保存する機能である。
【０１７３】
　変形例４によれば、連携対象の機器が複数の機能を有している場合に、機能が個別的に
指定され、その指定された機能を利用して実行可能な連携機能に関する情報が優先的に表
示される。これにより、ユーザが利用するであろうと予測される連携機能が優先的に表示
される。
【０１７４】
　なお、連携機能は、互いに同じ機器又は互いに異なる機器の部分同士の組み合わせを利
用する機能であってもよいし、機器の全体と機器の部分との組み合わせを利用する機能で
あってもよいし、機器の全体同士の組み合わせを利用する機能であってもよい。
【０１７５】
　また、変形例３，４を組み合わせることで、機器や部分を操作アシスタントに渡す順番
に応じて、連携機能に関する情報の表示が切り替えられてもよい。
【０１７６】
　また、１つの部分の情報が操作アシスタントに渡された場合、その１つの部分を利用し
て実行可能な単独機能に関する情報がＵＩ部２０の表示部に表示される。
【０１７７】
　以下、部分画像を用いた処理の別の例について説明する。
【０１７８】
　図２２には、変形例４に係る機器機能管理テーブルの別の例が示されている。この機器
機能管理テーブルにおいては、一例として、機器ＩＤと、機器名（例えば機器の種類）を
示す情報と、機器の部分の名称（例えば部分の種類）を示す情報と、その部分を識別する
ための部分識別情報としての部分ＩＤと、その部分に割り当てられている機能（その部分
が有する機能）を示す情報と、その部分に紐付く部分画像を識別するための部分画像ＩＤ
と、が互いに対応付けられている。部分画像は、カメラによる撮影によって得られた機器
の部分の外観を表わす画像である。もちろん、機器の部分を模式的に表す部分画像が、当
該部分に対応付けられていてもよい。例えば、機器の部分毎に異なる機能が割り当てられ
ている。
【０１７９】
　具体例を挙げて説明すると、ＰＣ（Ａ）の表示部には画面表示機能が割り当てられてお
り、その表示部に紐付く部分画像の部分画像ＩＤには、画面表示機能を示す情報が対応付
けられている。画面表示機能は、情報をＰＣ（Ａ）にて表示する機能である。ＰＣ（Ａ）
の本体部にはデータ保存機能が割り当てられており、その本体部に紐付く部分画像の部分
画像ＩＤには、データ保存機能を示す情報が対応付けられている。データ保存機能は、デ
ータをＰＣ（Ａ）に保存する機能である。
【０１８０】
　また、複合機Ｂの本体部にはプリント機能が割り当てられており、その本体部に紐付く
部分画像の部分画像ＩＤには、プリント機能を示す情報が対応付けられている。複合機Ｂ
の読取部（例えば、複合機Ｂの原稿カバーや原稿ガラスや自動原稿給紙装置に対応する部
分）にはスキャン機能が割り当てられており、その読取部に紐付く部分画像の部分画像Ｉ
Ｄには、スキャン機能を示す情報が対応付けられている。複合機Ｂの後処理装置にはステ
ープル止め機能が割り当てられており、その後処理装置に紐付く部分画像の部分画像ＩＤ
には、ステープル止め機能を示す情報が対応付けられている。ステープル止め機能は、出
力された用紙をステープルによって綴じる機能である。
【０１８１】
　機器の部分に割り当てられている機能は、例えば、マーカレス型ＡＲ技術を用いること
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によって特定（識別）される。例えば、機器の部分がカメラ（例えば端末装置１０のカメ
ラ２２）によって撮影された場合、特定部２８は、図２２に示されている機器機能管理テ
ーブルにおいて、その外観画像データに対応付けられている機能を特定（識別）する。こ
れにより、撮影された部分に割り当てられている機能が特定（識別）される。例えば、複
合機Ｂの本体部がカメラ２２によって撮影された場合、特定部２８は、機器機能管理テー
ブルにおいて、複合機Ｂの本体部を表わす外観画像データに対応付けられているプリント
機能を特定する。これにより、複合機Ｂの本体部に割り当てられている機能がプリント機
能であることが特定される。
【０１８２】
　もちろん、機器の部分に割り当てられている機能は、マーカ型ＡＲ技術を用いることに
よって特定（識別）されてもよい。例えば、機器の各部分に、部分を識別するための部分
識別情報（例えば部分ＩＤ）がコード化された２次元バーコード等のマーカが設けられて
いる。部分に設けられているマーカがカメラによって撮影されてマーカ型ＡＲ技術が適用
された場合、その部分の部分識別情報（例えば部分ＩＤ）が取得される。このように部分
識別情報が取得されると、特定部２８は、図２２に示されている機器機能管理テーブルに
おいて、その部分識別情報（例えば部分ＩＤ）に対応付けられている機能を特定（識別）
する。
【０１８３】
　図２３には、変形例４に係る連携機能管理テーブルの一例が示されている。この連携機
能管理テーブルは、複数の部分が有する機能を利用する連携機能を示す情報であり、その
連携機能管理テーブルにおいては、一例として、機器の部分の組み合わせを示す情報と、
部分ＩＤの組み合わせを示す情報と、その組み合わせに含まれる複数の部分が有する機能
を利用して実行可能な連携機能を示す情報と、が互いに対応付けられている。もちろん、
連携機能管理テーブルにおいては、機器の部分と機器の全体との組み合わせを示す情報と
、その機器の部分が有する機能と機器の全体が有する機能とを利用する連携機能を示す情
報と、が対応付けられていてもよい。
【０１８４】
　具体例を挙げて説明すると、ＰＣ（Ａ）の表示部と複合機Ｂの本体部との組み合わせに
は、連携機能としての「プリント機能」が割り当てられている。連携機能としての「プリ
ント機能」は、ＰＣ（Ａ）に保存されているデータを複合機Ｂに送信して、そのデータを
複合機Ｂによって印刷する機能である。
【０１８５】
　また、複合機Ｂの本体部とプロジェクタＣの本体部との組み合わせには、連携機能とし
ての「プリント機能」が割り当てられている。連携機能としての「プリント機能」は、プ
ロジェクタＣによって投影されているデータを複合機Ｂに送信して、そのデータを複合機
Ｂによって印刷する機能である。
【０１８６】
　また、複合機Ｂの読取部とプロジェクタＣの本体部との組み合わせには、連携機能とし
ての「スキャン投影機能」が割り当てられている。連携機能としての「スキャン投影機能
」は、例えば、複合機Ｂによるスキャンによって生成されたデータをプロジェクタＣに送
信して、そのデータをプロジェクタＣによって投影する機能である。
【０１８７】
　なお、連携機能は、同一の機器に含まれる複数の部分が有する機能を利用して実行可能
な機能であってもよいし、互いに異なる複数の機器の部分が有する機能を利用して実行可
能な機能であってもよい。また、連携機能は、３つ以上の部分が有する機能を利用して実
行可能な機能であってもよい。
【０１８８】
　例えば、ユーザが複数の部分画像をアシスタント画像５０に繋げたり重ねたりした場合
、特定部２８は、図２３に示されている連携機能管理テーブルにおいて、当該複数の部分
画像のそれぞれに紐付く部分の組み合わせに対応付けられている連携機能を特定（識別）
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する。例えば、複合機Ｂの本体部に紐付く部分画像とプロジェクタＣの本体部に紐付く部
分画像が、アシスタント画像５０に繋げられたり重ねられたりした場合、特定部２８は、
図２３に示されている連携機能管理テーブルにおいて、複合機Ｂの本体部とプロジェクタ
Ｃの本体部との組み合わせに対応付けられている連携機能「プリント機能」等を特定する
。図２１に示すように、その連携機能に関する情報はＵＩ部２０の表示部に表示される。
【０１８９】
　また、変形例３，４を組み合わせることで、機器画像や部分画像をアシスタント画像５
０に繋げる順番や重ねる順番に応じて、連携機能に関する情報の表示が切り替えられても
よい。
【０１９０】
　以下、図２４を参照して、部分画像をアシスタント画像５０に重ねるときの操作例につ
いて説明する。例えば、ユーザが、矢印８８で示すように、部分画像７０ｂを移動させて
アシスタント画像５０上に重ねた場合、特定部２８は、部分画像７０ｂに紐付く部分を連
携対象の部分として識別する。また、ユーザが、矢印９０で示すように、部分画像５４ｂ
を移動させてアシスタント画像５０上に重ねた場合、特定部２８は、部分画像５４ｂに紐
付く部分を連携対象の部分として識別する。そして、特定部２８は、図２３に示されてい
る連携機能管理テーブルにおいて、部分画像７０ｂに紐付く複合機Ｂの読取部と部分画像
５４ｂの表示部とに対応付けられている連携機能を特定する。その連携機能に関する情報
は、図２１に示すように、ＵＩ部２０の表示部に表示される。
【０１９１】
　もちろん、部分画像と全体画像がアシスタント画像５０に繋げられたり重ねられたりし
た場合、部分画像に紐付く部分と機器画像に紐付く機器とを利用することで実行可能な連
携機能が特定され、その連携機能に関する情報がＵＩ部２０の表示部に表示されてもよい
。
【０１９２】
（変形例５）
　以下、変形例５について説明する。変形例５では、操作アシスタントは学習機能を有し
ており、操作アシスタントが得た情報に応じて連携機能の表示が制御される。操作アシス
タントは、学習機能によって、例えば、ユーザに関する情報（例えば、端末装置１０の操
作履歴を示す情報、機器の操作履歴を示す情報、行動履歴を示す情報等）、機器１２，１
４に関する情報（例えば、利用履歴を示す情報、機器の状態を示す情報等）、等を取得す
る。操作アシスタントは、端末装置１０から情報を取得してもよいし、機器１２，１４等
の機器から情報を取得してもよいし、サーバ１６から情報を取得してもよいし、他の装置
（例えばクラウド等）から情報を取得してもよいし、他の装置に格納されている他の操作
アシスタント（例えば、他の装置に格納されている人工知能）から情報を取得してもよい
。
【０１９３】
　制御部２６は、操作アシスタントによって取得された情報に応じて、連携機能の表示を
制御する。例えば、機器に対するユーザの利用履歴を示す情報や、ユーザのスケジュール
（予定）を示す情報（スケジュール情報）が操作アシスタントによって取得された場合、
制御部２６は、利用履歴やスケジュールを参照することで、ユーザによって使用される可
能性が高い連携機能に関する情報を優先的にＵＩ部２０の表示部に表示させる。例えば、
ユーザが複数の機器画像をアシスタント画像５０に繋げたり重ねたりすることで、当該複
数の機器画像のそれぞれに紐付く機器を利用して実行可能な複数の連携機能が特定される
。制御部２６は、利用履歴やスケジュールを解析し、当該複数の連携機能の中でユーザに
よって使用される可能性が高い連携機能に関する情報を優先的にＵＩ部２０の表示部に表
示させる。例えば、制御部２６は、過去において複数の機器が連携対象の機器として指定
されたタイミングとスケジュールとを突き合わせて、現時点において使用される可能性が
高い連携機能に関する情報を優先的にＵＩ部２０の表示部に表示させる。
【０１９４】
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　具体例を挙げて説明すると、過去において、ユーザが午後に外出した日の午前中に、第
１機器画像と第２機器画像とがアシスタント画像５０に送られて連携機能Ｚが実行された
ものとする。そのような利用履歴が存在する場合において、第１機器画像と第２機器画像
とがアシスタント画像５０に送られたタイミングが、ユーザが午後に外出する予定がある
日の午前中である場合、制御部２６は、上記の連携機能Ｚが使用される可能性が高いと判
断し、その連携機能Ｚに関する情報を優先的にＵＩ部２０の表示部に表示させる。
【０１９５】
　別の具体例を挙げて説明すると、過去において、ある時間帯に第１機器画像と第２機器
画像とがアシスタント画像５０に送られ、連携機能としての録画機能が実行されたことで
、チャンネルＸの番組が録画されたものとする。そのような利用履歴が存在する場合にお
いて、第１機器画像と第２機器画像とがアシスタント画像５０に送られたタイミングが、
その時間帯に含まれる場合、制御部２６は、上記の録画機能が使用される可能性が高いと
判断し、その録画機能に関する情報（例えば、チャンネルＸを録画する機能に関する情報
）を優先的にＵＩ部２０の表示部に表示させる。
【０１９６】
　また、アシスタント画像５０に渡された機器画像に紐付く機器が使用中又は故障中の場
合、制御部２６は、その機器を利用して実行可能な連携機能に関する情報の優先度を下げ
て当該情報をＵＩ部２０の表示部に表示させてもよい。その機器が故障しておらず使用中
ではない場合、制御部２６は、その機器を利用して実行可能な連携機能に関する情報を優
先的にＵＩ部２０の表示部に表示させる。こうすることで、直ぐに使用可能な連携機能に
関する情報が優先的にユーザに提供される。
【０１９７】
（変形例６）
　以下、変形例６について説明する。端末装置１０には、複数の操作アシスタントが存在
してもよい。例えば、機器毎に操作アシスタントが割り当てられて、各機器に紐付くアシ
スタント画像５０がＵＩ部２０の表示部に表示される。例えば複数の機器が識別されてい
る場合、複数のアシスタント画像５０がＵＩ部２０の表示部に表示される。各操作アシス
タントは、自身に割り当てられている機器を管理してもよいし、自身に割り当てられてい
る機器に関するユーザからの問い合わせに対して回答を作成して発してもよい。各操作ア
シスタントは他の操作アシスタントと通信することで、互いに情報を共有してもよい。
【０１９８】
　例えば、複合機Ｂに紐付く操作アシスタントを実現するためのプログラムや、ＰＣ（Ａ
）に紐付く操作アシスタントを実現するためのプログラム等が端末装置１０にインストー
ルされることで、複合機Ｂに紐付く操作アシスタントやＰＣ（Ａ）に紐付く操作アシスタ
ントが、端末装置１０にて機能する。もちろん、１つのプログラムによって複数の操作ア
シスタントが実現されてもよい。
【０１９９】
　制御部２６は、変形例５と同様に、各操作アシスタントが取得した情報に応じて、連携
機能の表示を制御してもよい。例えば、制御部２６は、複数の操作アシスタントが共有し
ている情報（例えば、機器の利用履歴や機器の状態等の情報）に応じて、連携機能に関す
る情報を変える。
【０２００】
（変形例７）
　以下、変形例７について説明する。変形例７では、操作アシスタントが、連携対象とな
る機器を推奨する。例えば、ユーザが機器画像をアシスタント画像５０に繋げたり重ねた
りした場合、特定部２８は、その機器画像に紐付く機器を識別し、連携機能管理テーブル
を参照することで、その機器との組み合わせで連携機能の実行が可能な機器を特定する。
制御部２６は、特定部２８によって特定された機器に関する情報をＵＩ部２０の表示部に
表示させる。例えば、ユーザが複合機Ｂに紐付く機器画像５２をアシスタント画像５０に
繋げたり重ねたりした場合、特定部２８は、連携機能管理テーブルを参照することで、複
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合機Ｂとの組み合わせで連携機能の実行が可能な機器（例えば、ＰＣやプロジェクタ等）
を特定する。その機器（例えばＰＣやプロジェクタ）に関する情報がＵＩ部２０の表示部
に表示される。こうすることで、連携対象となる機器がユーザに提供される。
【０２０１】
　また、特定部２８は、連携機能の使用履歴（当該ユーザの使用履歴や、他のユーザの利
用履歴）に基づいて、上記の機器画像に紐付く機器（例えば複合機Ｂ）と組み合わせて実
際に利用された機器を特定し、制御部２６は、その機器に関する情報をＵＩ部２０の表示
部に表示させてもよい。例えば、特定部２８は、上記の機器画像に紐付く機器（例えば複
合機Ｂ）との組み合わせで利用された頻度（例えば利用回数）が予め定められた閾値以上
となる機器を特定してもよい。こうすることで、利用頻度が比較的に高い機器がユーザに
提供される。
【０２０２】
　また、制御部２６は、上記の機器画像に紐付く機器（例えば複合機Ｂ）との組み合わせ
で利用された頻度が高い機器に関する情報ほど優先的にＵＩ部２０の表示部に表示させて
もよい。
【０２０３】
（変形例８）
　以下、変形例８について説明する。変形例８では、複数の操作アシスタント同士が連携
してもよい。例えば、端末装置１０に格納されている操作アシスタントが、他の端末装置
に格納されている操作アシスタントと情報（例えば、連携機能の使用履歴情報、機器の使
用履歴情報等）を共有してもよい。この場合、特定部２８は、操作アシスタントが取得し
た上記の共有情報を用いることで、連携機能を特定してもよいし、変形例７と同様に、連
携対象となる機器を推奨してもよい。例えば、特定部２８は、共有情報に含まれる使用履
歴情報を用いることで、ユーザが操作アシスタントに渡した機器との組み合わせで連携機
能を実行することが可能な機器を特定してもよい。
【０２０４】
　また、ユーザ毎に操作アシスタントが定められてもよい。この場合、同一の端末装置１
０に複数の操作アシスタントが格納されていてもよい。各操作アシスタントは、自身に紐
付けられているユーザに関する情報（例えば、端末装置１０の操作履歴情報、連携機能の
使用履歴情報、機器の使用履歴情報等）を管理し、他の操作アシスタントと情報を共有し
てもよい。この場合、各操作アシスタントは、その共有情報を用いることで、連携対象と
なる機器を推奨してもよいし、連携機能を推奨してもよい。
【０２０５】
（変形例９）
　以下、変形例９について説明する。変形例９では、連携対象の機器に関する情報が音声
によって端末装置１０に入力される。例えば、ユーザが、連携対象となる機器の名称（例
えば複合機Ｂ、ＰＣ（Ａ）等）を音声によって発した場合、その音声が端末装置１０に入
力され、特定部２８（操作アシスタントによって実現される特定部２８）は、その音声入
力を受けて連携機能を特定する。その連携機能に関する情報は、ＵＩ部２０の表示部に表
示されてもよいし、音声情報として発せられてもよい。音声入力が用いられる場合、アシ
スタント画像５０はＵＩ部２０の表示部に表示されなくてもよい。もちろん、アシスタン
ト画像５０が表示されているときに音声入力によって機器に関する情報が端末装置１０に
入力されてもよい。
【０２０６】
　また、アシスタント画像５０が表示されない場合に、画面上の特定領域に、機器画像が
移動させられた場合、その機器画像に紐付く機器が連携対象の機器として識別されてもよ
い。
【０２０７】
（変形例１０）
　以下、変形例１０について説明する。変形例１０では、機器画像（例えば機器画像５２
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）がアシスタント画像５０上に予め定められた時間以上の間、重ねられた場合、特定部２
８は、当該機器画像に紐付く機器（例えば複合機Ｂ）を連携対象の機器として識別する。
その重ね合わせの時間の長さが予め定められた時間未満の場合、特定部２８は、その機器
画像に紐付く機器（例えば複合機Ｂ）を連携対象の機器として識別しない。
【０２０８】
　別の例として、ユーザが機器画像（例えば機器画像５２）を指定した後、その機器画像
からアシスタント画像５０まで画面４８上を指示子でなぞって、予め定められた時間以上
の間、アシスタント画像５０を指定した場合、特定部２８は、その機器画像に紐付く機器
（例えば複合機Ｂ）を連携対象の機器として識別してもよい。アシスタント画像５０の指
定時間の長さが予め定められた時間未満の場合、特定部２８は、その機器画像に紐付く機
器（例えば複合機Ｂ）を連携対象の機器として識別しない。
【０２０９】
　変形例１０によれば、機器画像の重ね合わせの時間の長さや指定時間の長さが予め定め
られた時間未満の場合、当該機器画像に紐付く機器は連携対象の機器として識別されない
。それ故、ユーザの意図しない機器が連携対象の機器として識別され難くなる。
【０２１０】
＜第２実施形態＞
　以下、第２実施形態に係る機器システムについて説明する。上記の第１実施形態では、
機器に紐付く機器画像がアシスタント画像５０に繋げられたり重ねられたりした場合に、
連携機能に関する情報が表示されるが、第２実施形態では、機能に紐付く機能画像がアシ
スタント画像５０に繋げられたり重ねられたりした場合に、連携機能に関する情報が表示
される。機能画像は、例えば、ソフトウェア（アプリケーション等）に紐付く画像であっ
てもよいし、処理が行われる機器（現実空間に存在する機器）に紐付く画像であってもよ
い。機能画像は、例えばアイコン等の画像であり、ハードウェアとしての機器の実際の外
観を表す画像（例えば写真）や機器そのものを表す画像と区別する意味で、バーチャルな
画像ともいえる。例えば、ソフトウェアに紐付く機能画像がアシスタント画像５０に渡さ
れた場合、その機能画像に紐付くソフトウェアを利用して実行可能な連携機能を示す情報
が表示される。以下、第２実施形態について詳しく説明する。
【０２１１】
　図２５には、第２実施形態に係る連携機能管理テーブルの一例が示されている。この連
携機能管理テーブルは、複数の機能を利用して実行可能な連携機能を示す情報である。こ
の連携管理テーブルにおいては、一例として、機能ＩＤ（例えば、ソフトウェアを識別す
るためのＩＤ）と、機能名（例えばソフトウェア名）を示す情報と、複数の機能を利用し
て実行可能な連携機能を示す情報と、が互いに対応付けられている。この連携機能管理テ
ーブルを参照することで、複数の機能を利用して実行可能な連携機能が特定される。
【０２１２】
　例えば、機能としてのソフトウェアαはデータを送るソフトウェアであり、機能として
のソフトウェアβはデータにパスワードをかけるソフトウェアである。ソフトウェアα，
βを組み合わせることで、例えば、データにパスワードをかけた上で送信するという連携
機能が実現される。他のソフトウェアについても同様に実行可能な連携機能が定められて
いる。
【０２１３】
　なお、３個以上の機能（例えばソフトウェア）を利用することで実行可能な連携機能が
定められてもよい。この場合、３個以上の機能の組み合わせと連携機能とが対応付けられ
、その対応付けが連携機能管理テーブルに登録される。
【０２１４】
　図２６には、画面４８が示されている。その画面４８には、１又は複数の機能画像が表
示される。例えば、端末装置１０にインストールされているソフトウェアに紐付く機能画
像が画面４８に表示される。図２６に示す例では、機能画像９２，９４が表示されている
。また、第１実施形態と同様に、アシスタント画像５０が画面４８に表示されている。
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【０２１５】
　機能画像９２は、パスワード設定機能に紐付く画像（例えば、パスワード設定ソフトウ
ェアに紐付く画像）である。機能画像９２がユーザによって選択されてパスワード設定機
能の起動指示が与えられると、例えば、パスワード設定ソフトウェアが起動して、データ
等に対するパスワードの設定処理が行われる。
【０２１６】
　機能画像９４は、データ送信機能に紐付く画像（例えば、データ送信ソフトウェアに紐
付く画像）である。機能画像９４がユーザによって選択されてデータ送信機能の起動指示
が与えられると、例えば、データ送信ソフトウェアが起動して、送信対象のデータ等が送
信先に送信される。
【０２１７】
　第１実施形態と同様に、ユーザが複数の機能画像をアシスタント画像５０に繋げたり重
ねたりした場合、特定部２８は、当該複数の機能画像のそれぞれの機能を識別し、図２５
に示されている連携機能管理テーブルを参照することで、複数の機能を利用して実行可能
な連携機能を特定する。その連携機能を示す情報は、ＵＩ部２０の表示部に表示される。
【０２１８】
　図２６に示す例で説明すると、ユーザが、矢印９６で示すように機能画像９２をアシス
タント画像５０に繋げ、矢印９８で示すように機能画像９４をアシスタント画像５０に繋
げた場合、パスワードをかける機能とデータを送る機能とを利用して実行可能な連携機能
を示す情報が表示される。また、ユーザが、機能画像９２，９４をアシスタント画像５０
上に重ねた場合も同様である。例えば図２７に示すように画面６０がＵＩ部２０の表示部
に表示され、その画面６０に、上記のようにして特定された連携機能に関する情報が表示
される。
【０２１９】
　なお、３個以上の機能画像がアシスタント画像５０に渡された場合、３個以上の機能を
利用して実行可能な連携機能を示す情報が表示されてもよい。
【０２２０】
　以上のように第２実施形態によれば、連携対象となる機能に紐付く機能画像を操作アシ
スタントに渡すことで（例えば機能画像をアシスタント画像５０に繋げたり重ねたりする
ことで）、連携機能に関する情報が提供される。このように、操作アシスタントを利用し
た簡易な操作によって、連携機能に関する情報が提供される。
【０２２１】
　なお、第２実施形態においても、第１実施形態と同様に、予め定められた制限時間内に
複数の機能の情報が操作アシスタントに送られた場合、当該複数の機能を利用して実行可
能な連携機能に関する情報が表示され、当該制限時間内に１つの機能の情報が操作アシス
タントに送られた場合、当該機能に関する情報（単独機能の情報）が表示されてもよい。
【０２２２】
　例えば、ユーザが機能画像９２をアシスタント画像５０に繋げた時点から制限時間内に
他の機能画像をアシスタント画像５０に繋げなかった場合、機能画像９２に紐付く機能（
単独機能）に関する情報が表示される。ユーザが、その制限時間内に他の機能画像（例え
ば機能画像９４）をアシスタント画像５０に繋げた場合、機能画像９２に紐付く機能と機
能画像９４に紐付く機能とを利用して実行可能な連携機能に関する情報が表示される。機
能画像をアシスタント画像５０に重ねる操作が行われる場合も同様である。
【０２２３】
　このように制限時間を設けることで、第２実施形態においても、連携機能又は単独機能
の提供の切り替えが可能となる。
【０２２４】
　また、第２実施形態においても、第１実施形態の変形例１から変形例１０が適用されて
もよい。
【０２２５】
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　例えば、変形例１が適用されることで、機能画像がアシスタント画像５０に重ねられた
場合に連携機能に関する情報が表示されてもよいし、複数の機能画像の重ね合わせの結果
、合成画像が生成されてもよいし、ショートカット用画像が生成されてもよい。
【０２２６】
　なお、別の操作例として、複数の機能画像がユーザによって選択され（例えば、画面上
において複数の機能画像を囲む操作が行われることで当該複数の機能画像が選択される）
、当該複数の機能画像がまとめてアシスタント画像５０に繋げられたり重ねられたりして
もよい。このような操作によっても、当該複数の機能画像のそれぞれに紐付く機能が、連
携対象の機能として識別される。
【０２２７】
　また、変形例２が適用されることで、機能画像がアシスタント画像５０に吸い込まれる
表示演出や、実行可能な連携機能が存在しない場合に、機能画像がアシスタント画像５０
から吐き出される表示演出が実行されてもよい。
【０２２８】
　また、変形例３が適用されることで、機能画像をアシスタント画像５０に繋げる順番や
重ねる順番に応じて、連携機能の表示が制御されてもよい。この場合、図１６に示されて
いる連携機能管理テーブルと同様に、第２実施形態に係る連携機能管理テーブルにおいて
も、機能画像の接続順と優先順位が定められている。
【０２２９】
　また、変形例４が適用されることで、機能画像内の部分毎に更に異なる機能が割り当て
られてもよい。この場合、機能に紐付く部分画像がアシスタント画像５０に繋げられたり
重ねられたりした場合、当該部分画像に紐付く機能を利用して実行可能な連携機能に関す
る情報が表示される。また、変形例３，４の組み合わせが第２実施形態に適用されてもよ
い。
【０２３０】
　また、変形例５が適用されることで、操作アシスタントが得た情報に応じて連携機能の
表示が制御されてもよい。例えば、操作アシスタントは、学習機能によって、機能の利用
履歴を示す情報、機能を実現するためのソフトウェアの実行状況を示す情報、ユーザに関
する情報（操作履歴や行動履歴を示す情報）、ユーザのスケジュールを示す情報等を取得
し、これらの情報を用いて連携機能の表示を制御してもよい。
【０２３１】
　また、変形例６が適用されることで、機能毎（例えばソフトウェア毎）に操作アシスタ
ントが割り当てられて、各機能に紐付くアシスタント画像５０がＵＩ部２０の表示部に表
示されてもよい。各操作アシスタントは、自身に割り当てられている機能（例えばソフト
ウェア）を管理してもよいし、自身に割り当てられている機能に関するユーザからの問い
合わせに対して回答を作成して発してもよい。制御部２６は、例えば、複数の操作アシス
タントが共有している情報（例えば、ソフトウェアの利用履歴やソフトウェアの状態等の
情報）に応じて、連携機能に関する情報を変える。
【０２３２】
　また、変形例７が適用されることで、連携対象となる機能が推奨されてもよい。例えば
、ユーザが機能画像をアシスタント画像５０に繋げたり重ねたりした場合、特定部２８は
、その機能画像に紐付く機能を識別し、連携機能管理テーブルを参照することで、その機
能との組み合わせで連携機能の実行が可能な機能を特定する。また、特定部２８は、連携
機能の使用履歴に基づいて機能を推奨してもよいし、使用頻度が比較的に高い機能を推奨
してもよい。
【０２３３】
　また、変形例８が適用されることで、操作アシスタントが他の操作アシスタントとの間
で共有した情報に基づいて、連携機能に用いられる機能が推奨されてもよい。
【０２３４】
　また、変形例９が適用されることで、音声入力によって、連携対象の機能に関する情報
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が端末装置１０に入力されてもよい。
【０２３５】
　また、変形例１０が適用されることで、機能画像がアシスタント画像５０上に予め定め
られた時間以上の間、重ねられた場合に、当該機能画像に紐付く機能が連携対象の機能と
して識別されてもよい。また、画面４８上を指示子でなぞる場合も同様である。
【０２３６】
＜第３実施形態＞
　以下、第３実施形態に係る機器システムについて説明する。第３実施形態は、上記の第
１実施形態と第２実施形態の組み合わせに相当する。つまり、機器画像と機能画像がユー
ザによってアシスタント画像５０に渡された場合、機器画像に紐付く機器と機能画像に紐
付く機能とを利用して実行可能な連携機能に関する情報が表示される。以下、第３実施形
態について詳しく説明する。
【０２３７】
　図２８には、第３実施形態に係る連携機能管理テーブルの一例が示されている。この連
携機能管理テーブルは、機器と機能（例えばソフトウェア）とを利用して実行可能な連携
機能を示す情報である。この連携機能管理テーブルにおいては、一例として、ＩＤの組み
合わせ（機器ＩＤと機能ＩＤとの組み合わせ）と、機器名及び機能名を示す情報と、機器
と機能とを利用して実行可能な連携機能を示す情報と、が互いに対応付けられている。こ
の連携機能管理テーブルを参照することで、機器と機能とを利用して実行可能な連携機能
が特定される。例えば、機器ＡとしてのＰＣ（Ａ）と機能αとしてのデータ送信機能とを
組み合わせることで、例えば、ＰＣ（Ａ）を利用してデータを送信するという連携機能が
実現される。他の機器と機能についても同様に実行可能な連携機能が定められている。な
お、合計で３個以上の機器や機能を利用することで実行可能な連携機能が定められてもよ
い。この場合、３個以上の機器や機能の組み合わせと連携機能とが対応付けられ、その対
応付けが連携機能管理テーブルに登録される。
【０２３８】
　ユーザが機器画像と機能画像をアシスタント画像５０に繋げたり重ねたりした場合、特
定部２８は、図２８に示されている連携機能管理テーブルを参照することで、当該機器画
像に紐付く機器と当該機能画像に紐付く機能との組み合わせに対応付けられている連携機
能を特定する。その連携機能を示す情報は、ＵＩ部２０の表示部に表示される。なお、１
又は複数の機能画像と１又は複数の機能画像とがアシスタント画像５０に繋げられたり重
ねられたりした場合、１又は複数の機器と１又は複数の機能とを利用して実行可能な連携
機能を示す情報が表示されてもよい。
【０２３９】
　図２９には、画面４８が示されている。画面４８には、一例として、機器画像５２と機
能画像９４が表示されている。機器画像５２は、複合機Ｂに紐付く画像であり、機能画像
９４はデータ送信機能（例えばデータ送信ソフトウェア）に紐付く画像である。例えば、
上記のＡＲ技術等によって複合機Ｂが識別されると、その複合機Ｂに紐付く機器画像５２
が画面４８に表示される。また、データ送信ソフトウェアαが端末装置１０にインストー
ルされると、データ送信ソフトウェアαに紐付く機能画像９４が画面４８に表示される。
【０２４０】
　例えば、ユーザが、矢印１００で示すように、機器画像５２をアシスタント画像５０に
繋げ、矢印１０２で示すように、機能画像９４をアシスタント画像５０に繋げた場合、特
定部２８は、機器画像５２に紐付く複合機Ｂを連携対象の機器として識別し、機能画像９
４に紐付くデータ送信ソフトウェアαを連携対象の機能として識別する。そして、特定部
２８は、図２８に示されている連携機能管理テーブルを参照することで、複合機Ｂとデー
タ送信ソフトウェアαとを利用して実行可能な連携機能を特定する。その連携機能を示す
情報は、ＵＩ部２０の表示部に表示される。機器画像５２と機能画像９４がアシスタント
画像５０上に重ねられた場合も同様である。なお、機器画像５２と機能画像９４をアシス
タント画像５０に繋げる順番や重ねる順番は、上記の順番と逆であってもよい。
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【０２４１】
　なお、合計で３個以上の機器画像や機能画像がアシスタント画像５０に渡された場合、
３個以上の機器画像や機能画像を利用して実行可能な連携機能を示す情報が表示されても
よい。
【０２４２】
　以上のように第３実施形態によれば、機器画像と機能画像を操作アシスタントに渡すこ
とで、連携機能に関する情報が提供される。このように、操作アシスタントを利用した簡
易な操作によって、連携機能に関する情報が提供される。
【０２４３】
　また、データ（ファイルともいう）に紐付く画像（例えばアイコン）が、機器画像上に
重ねられた場合、制御部２６は、当該データを、当該機器画像に紐付く機器による処理の
対象として登録してもよい。ユーザによって処理の実行指示が与えられた場合、当該機器
は、登録されたデータに対して、ユーザによって指定された処理を実行する。データは、
例えば文書データ、画像データ等である。例えば、文書データが、複合機に紐付く機器画
像上に重ねられた場合、当該文書データは、複合機による処理の対象として登録される。
当該複合機に対してユーザによって印刷指示が与えられた場合、登録された当該文書デー
タが当該複合機によって印刷される。なお、第１実施形態においても、このような処理が
実行されてもよい。
【０２４４】
　また、データに紐付く画像が、機能画像上に重ねられた場合、制御部２６は、当該デー
タを、当該機能画像に紐付く機能による処理の対象として登録してもよい。ユーザによっ
て処理の実行指示が与えられた場合、登録されたデータに対して当該機能による処理が実
行される。例えば、文書データが、データ送信ソフトウェアに紐付く機能画像上に重ねら
れた場合、当該文書データは、送信の対象として登録される。ユーザが送信指示を与えた
場合、登録された当該文書データが宛先に送信される。なお、第２実施形態においても、
このような処理が実行されてもよい。
【０２４５】
　また、データに紐付く画像が機器画像上に重ねられて処理の対象として登録された後に
、当該機器画像と機能画像がアシスタント画像５０に繋げられたり重ねられたりした場合
、制御部２６は、当該データを、当該機器画像に紐付く機器と当該機能画像に紐付く機能
とを利用して実行可能な連携機能による処理の対象として登録する。同様に、データに紐
付く画像が機能画像上に重ねられて処理の対象として登録された後に、当該機能画像と機
器画像がアシスタント画像５０に繋げられたり重ねられたりした場合、制御部２６は、当
該データを、当該機能画像に紐付く機能と当該機器画像に紐付く機器とを利用して実行可
能な連携機能による処理の対象として登録する。その連携機能の実行指示がユーザによっ
て与えられた場合、登録されたデータに対して連携機能による処理が実行される。
【０２４６】
　なお、第３実施形態においても、第１実施形態と同様に、予め定められた制限時間内に
機器に関する情報と機能に関する情報が操作アシスタントに送られた場合、当該機器と当
該機能とを利用して実行可能な連携機能に関する情報が表示され、当該制限時間内に１つ
の機器又は１つの機能の情報が操作アシスタントに送られた場合、当該機器が有する単独
機能又は当該機能に関する情報が表示されてもよい。
【０２４７】
　例えば、ユーザが機器画像５２をアシスタント画像５０に繋げた時点から制限時間内に
機能画像をアシスタント画像５０に繋げなかった場合、機器画像５２に紐付く機能（単独
機能）に関する情報が表示される。ユーザが、その制限時間内に機能画像（例えば機能画
像９４）をアシスタント画像５０に繋げた場合、機器画像５２に紐付く機器と機能画像９
４に紐付く機能とを利用して実行可能な連携機能に関する情報が表示される。機能画像９
４をアシスタント画像５０に先に繋げた場合も同様である。また、機器画像や機能画像を
アシスタント画像５０に重ねる操作が行われる場合も同様である。
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【０２４８】
　このように制限時間を設けることで、第３実施形態においても、連携機能又は単独機能
の提供の切り替えが可能となる。
【０２４９】
　また、第３実施形態においても、第１実施形態の変形例１から変形例１０が適用されて
もよい。
【０２５０】
　例えば、変形例１が適用されることで、機器画像や機能画像がアシスタント画像５０に
重ねられた場合に連携機能に関する情報が表示されてもよいし、機器画像と機能画像の重
ね合わせの結果、合成画像が生成されてもよいし、ショートカット用画像が生成されても
よい。
【０２５１】
　なお、別の操作例として、機器画像と機能画像がユーザによって選択され（例えば、画
面上において機器画像と機能画像を囲む操作が行われることで機器画像と機能画像が選択
される）、機器画像と機能画像がまとめてアシスタント画像５０に繋げられたり重ねられ
たりしてもよい。このような操作によっても、機器画像に紐付く機能と機能画像に紐付く
機能が、連携対象として識別される。
【０２５２】
　また、変形例２が適用されることで、機器画像や機能画像がアシスタント画像５０に吸
い込まれる表示演出や、実行可能な連携機能が存在しない場合に、機器画像や機能画像が
アシスタント画像５０から吐き出される表示演出が実行されてもよい。
【０２５３】
　また、変形例３が適用されることで、機器画像や機能画像をアシスタント画像５０に繋
げる順番や重ねる順番に応じて、連携機能の表示が制御されてもよい。この場合、図１６
に示されている連携機能管理テーブルと同様に、第３実施形態に係る連携機能管理テーブ
ルにおいても、機器画像と機能画像の接続順と優先順位が定められている。
【０２５４】
　また、変形例４が適用されることで、機器画像内の部分に紐付く部分画像がアシスタン
ト画像５０に繋げられたり重ねられたりしてもよい。この場合、当該部分画像に紐付く部
分を利用して実行可能な連携機能に関する情報が表示される。また、変形例３，４の組み
合わせが第３実施形態に適用されてもよい。もちろん、機能画像内の部分毎に更に機能が
割り当てられている場合、その部分に紐付く部分画像がアシスタント画像５０に繋げられ
たり重ねられたりしてもよい。
【０２５５】
　また、変形例５が適用されることで、操作アシスタントが得た情報に応じて連携機能の
表示が制御されてもよい。例えば、操作アシスタントは、学習機能によって、機器や機能
の利用履歴を示す情報、機器の実行状況を示す情報、機能を実現するためのソフトウェア
の実行状況を示す情報、ユーザに関する情報（操作履歴や行動履歴を示す情報）、ユーザ
のスケジュールを示す情報等を取得し、これらの情報を用いて連携機能の表示を制御して
もよい。
【０２５６】
　また、変形例６が適用されることで、機器毎や機能毎（例えばソフトウェア毎）に操作
アシスタントが割り当てられて、各機器に紐付くアシスタント画像５０と各機能に紐付く
アシスタント画像５０がＵＩ部２０の表示部に表示されてもよい。各操作アシスタントは
、自身に割り当てられている機器や機能（例えばソフトウェア）を管理してもよいし、自
身に割り当てられている機器や機能に関するユーザからの問い合わせに対して回答を作成
して発してもよい。制御部２６は、例えば、複数の操作アシスタントが共有している情報
（例えば、機器やソフトウェアの利用履歴、機器やソフトウェアの状態等の情報）に応じ
て、連携機能に関する情報を変える。
【０２５７】
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　また、変形例７が適用されることで、連携対象となる機器や機能が推奨されてもよい。
例えば、ユーザが機器画像や機能画像をアシスタント画像５０に繋げたり重ねたりした場
合、特定部２８は、連携機能管理テーブルを参照することで、その機器画像に紐付く機器
との組み合わせで連携機能の実行が可能な機能を特定してもよいし、その機能画像に紐付
く機能との組み合わせで連携機能の実行が可能な機器を特定してもよい。また、特定部２
８は、連携機能の使用履歴に基づいて機器や機能を推奨してもよいし、使用頻度が比較的
に高い機器や機能を推奨してもよい。
【０２５８】
　また、変形例８が適用されることで、操作アシスタントが他の操作アシスタントとの間
で共有した情報に基づいて、連携機能に用いられる機器や機能が推奨されてもよい。
【０２５９】
　また、変形例９が適用されることで、音声入力によって、連携対象の機器や機能に関す
る情報が端末装置１０に入力されてもよい。
【０２６０】
　また、変形例１０が適用されることで、機器画像や機能画像がアシスタント画像５０上
に予め定められた時間以上の間、重ねられた場合に、当該機器画像に紐付く機器や当該機
能画像に紐付く機能が連携対象の機能として識別されてもよい。また、画面４８上を指示
子でなぞる場合も同様である。
【０２６１】
＜第４実施形態＞
　以下、第４実施形態に係る機器システムについて説明する。第４実施形態では、ファイ
ル（データ）が操作アシスタントに送られた場合、そのファイルに応じた連携機能に関す
る情報が表示される。以下、第４実施形態について詳しく説明する。
【０２６２】
　第４実施形態に係る連携機能管理情報は、複数の機能を連携させることによって実行さ
れる連携機能を管理するための情報である。連携機能は、複数のソフトウェアを連携させ
ることによって実現される機能である。もちろん、連携機能は、ハードウェアとしての機
器が有する機能と、ソフトウェアによって実現される機能と、を連携させることによって
実現される機能であってもよい。
【０２６３】
　第４実施形態に係る連携機能について更に詳しく説明する。連携機能は、複数のファイ
ル（データ）がユーザによって選択された場合に、当該複数のファイルを対象にして実行
される機能である。例えば、個々のファイル毎に、当該ファイルに対して処理を実行する
ソフトウェア（アプリケーション）が紐付けられている。連携機能は、ユーザによって選
択された複数のファイルのそれぞれに紐付けられているアプリケーションを連携させるこ
とによって実現される機能である。
【０２６４】
　ファイルは、例えば、文書ファイル、画像ファイル、動画ファイル、表計算ファイル、
プレゼンテーション用ファイル、図形（図面）ファイル、音声ファイル等である。
【０２６５】
　文書ファイルは、文書形式（文書フォーマット）を有するファイルであり、文字列やそ
の他の情報によって構成されるファイルである。画像や表や図形が、その他の情報として
文書ファイルに含まれてもよい。文書形式は、例えばテキスト形式やドキュメント形式等
である。テキスト形式を有するデータ（例えば、拡張子として文字列「.txt」が紐付いて
いるデータ）や、ドキュメント形式を有するデータ（例えば、拡張子として文字列「.doc
」や「.docx」が紐付いているデータ）等が、文書ファイルに該当する。
【０２６６】
　画像ファイルは、画像形成（画像フォーマット）を有するファイルである。画像ファイ
ルは、ラスター形式を有する画像データであってもよいし、ベクター形式を有する画像デ
ータであってもよい。画像形式は、例えばJPEG形式、BMP（ビットマップ）形式、PDF形式
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、GIF形式、TIFF形式、PNG形式、PICT形式等である。JPEG形式を有するデータ（拡張子と
して文字列「.jpeg」が紐付いているデータ）、BMP形式を有するデータ（拡張子として文
字列「.bmp」が紐付いているデータ）、PDF形式を有するデータ（拡張子として文字列「.
pdf」が紐付いているデータ）、GIF形式を有するデータ（拡張子として文字列「.gif」が
紐付いているデータ）、TIFF形式を有するデータ（拡張子として文字列「.tiff」が紐付
いているデータ）、PNG形式を有するデータ（拡張子として文字列「.png」が紐付いてい
るデータ）、PICT形式を有するデータ（拡張子として文字列「.pict」が紐付いているデ
ータ）等が、画像ファイルに該当する。もちろん、これら以外の形式を有する画像データ
が、第４実施形態に係る画像ファイルとして用いられてもよい。
【０２６７】
　動画ファイルは、動画形式（動画フォーマット）を有するファイルである。動画形式は
、例えばAVI形式、MP4形式、MOV形式、MPEG2-TS形式、MPEG2-PS形式、WMV形式、FLV形式
等である。AVI形式を有するデータ（拡張子として文字列「.avi」が紐付いているデータ
）、MP4形式を有するデータ（拡張子として文字列「.mp4」が紐付いているデータ）、MOV
形式を有するデータ（拡張子として文字列「.mov」が紐付いているデータ）、MPEG2-TS形
式を有するデータ（拡張子として文字列「.m2ts」が紐付いているデータ）、MPEG2-PS形
式を有するデータ（拡張子として文字列「.mpeg」が紐付いているデータ）、WMV形式を有
するデータ（拡張子として文字列「.wmv」が紐付いているデータ）、FLV形式を有するデ
ータ（拡張子として文字列「.flv」が紐付いているデータ）等が、動画ファイルに該当す
る。もちろん、これら以外の形式を有する動画データが、第４実施形態に係る動画ファイ
ルとして用いられてもよい。
【０２６８】
　表計算ファイルは、表形式（表フォーマット）を有するファイルであり、表やグラフや
その他の情報によって構成されるファイルである。文字列や画像や図形が、その他の情報
として表計算ファイルに含まれてもよい。例えば、拡張子として文字列「.csv」や「.xls
」や「.xlsx」が紐付いているデータである。
【０２６９】
　プレゼンテーション用ファイルは、プレゼンテーション用のシート形式（シートフォー
マット）を有するファイルである。例えば、拡張子として文字列「.ppt」や「.pptx」が
紐付いているデータが、プレゼンテーション用ファイルに該当する。プレゼンテーション
用ファイルは、例えば、文字列、画像（静止画像や動画像）、図形、音声等によって構成
される。
【０２７０】
　図形ファイルは、図形（図面）形式（図形フォーマット）を有するファイルである。図
形ファイルは、例えば、図形作成ソフトウェア（例えば２次元ＣＡＤや３次元ＣＡＤ等）
によって作成されるファイルである。例えば、DXF形式（フォーマット）を有するデータ
（拡張子として文字列「.dxf」が紐付いているデータ）、DWG形式を有するデータ（拡張
子として文字列「.dwg」が紐付いているデータ）等である。その他、拡張子として「.vsd
」や「.vsdx」が紐付いているデータが図形ファイルとして扱われてもよい。
【０２７１】
　音声ファイルは、音声形式（音声フォーマット）を有するファイルである。音声形式は
、例えば、非圧縮音声形式（WAV形式、AIFF形式、BWF形式等）、非可逆圧縮音声形式（mp
3形式、AAC形式、WMA形式等）、可逆圧縮音声形式（TAK形式、FLAC形式等）等である。非
圧縮音声形式を有するデータ（拡張子として「.wav」等が紐付いているデータ）、非可逆
圧縮音声形式を有するデータ（拡張子として文字列「.mp3」等が紐付いているデータ）、
非圧縮音声形式を有するデータ（拡張子として文字列「.tak」等が紐付いているデータ）
等が、音声ファイルに該当する。
【０２７２】
　第４実施形態では、連携機能は、ファイルの形式（属性）毎に定められており、連携機
能管理情報は、例えば、複数のファイル形式の組み合わせを示す情報と、連携機能を示す
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情報（連携機能情報）と、の対応付けを示す情報である。連携機能情報は、例えば、連携
機能ＩＤや連携機能名称等である。ファイル形式は、上記の文書形式、画像形式、動画形
式、表形式、シート形式、図形形式、音声形式等である。連携機能管理情報を参照するこ
とで、複数のファイル形式の組み合わせに対応する連携機能が特定（識別）される。
【０２７３】
　連携機能は、互いに異なる複数の機能（例えば、互いに異なるソフトウェア）を連携さ
せることによって実現される機能であってもよいし、同一の機能（例えば、同一のソフト
ウェア）を連携させることによって実現される機能であってもよい。連携機能は、連携前
には利用できなかった機能であってもよい。連携前には利用できなかった機能は、同じ機
能を連携させることによって利用可能になる機能であってもよいし、互いに異なる機能を
組み合わせることによって利用可能になる機能であってもよい。例えば、文書作成機能（
文書作成ソフトウェア）と画像表示機能（画像表示ソフトウェア（例えば画像ビューア）
）とを連携させることによって、連携機能として、文書への画像の挿入（添付）機能や、
画像上への文書（文字列、テキスト）の重畳機能が実現される。すなわち、文書作成機能
と画像表示機能とを連携させることによって、画像挿入機能やテキスト重畳機能が実現さ
れる。
【０２７４】
　連携機能の概念の範疇には、複数の機能を連携させることによって新たな機能の実行が
可能となる合体機能が含まれてもよい。例えば、複数の表示機能を組み合わせることで、
合体機能としての拡張表示機能が実現されてもよい。また、複数の撮影機能を組み合わせ
ることで、合体機能としての撮影領域拡張機能が実現されてもよい。また、通話機能と翻
訳機能とを組み合わせることで、合体機能としての翻訳通話機能（通話内容を翻訳する機
能）が実現されてもよい。このように、連携機能の概念の範疇には、互いに同一の種類の
機能を連携させることで実現可能となる機能や、互いに異なる種類の機能を連携させるこ
とで実現可能となる機能が含まれてもよい。
【０２７５】
　連携機能管理情報によって管理されている連携機能は、端末装置１０にインストールさ
れているソフトウェアによって実行可能な機能であってもよいし、外部装置（例えばサー
バや他の端末装置等）にインストールされているソフトウェアによって実行可能な機能で
あってもよいし、端末装置１０にインストールされているソフトウェアと外部装置にイン
ストールされているソフトウェアとによって実行可能な機能であってもよい。
【０２７６】
　なお、連携機能管理情報の別の例として、複数の機能（複数のソフトウェア）の組み合
わせを示す情報と、当該複数の機能を連携させることによって実行可能な連携機能を示す
情報（連携機能情報）と、が対応付けられていてもよい。
【０２７７】
　複数のファイルのそれぞれに紐付く画像がアシスタント画像５０に繋げられたり重ねら
れたりした場合、特定部２８は、連携機能管理情報において、当該複数のファイルの形式
（ファイル形式）の組み合わせに対応付けられている連携機能を特定する。これにより、
複数のファイルが操作アシスタントに送られたときに実行可能な連携機能が特定される。
【０２７８】
　以下、図３０を参照して、第４実施形態に係る連携機能管理情報について詳しく説明す
る。図３０には、第４実施形態に係る連携機能管理テーブルの一例が示されている。連携
機能管理テーブルにおいては、一例として、複数のファイル形式の組み合わせを示す情報
と、連携機能を示す情報（連携機能情報）と、が互いに対応付けられている。例えば、ユ
ーザが複数のファイルを操作アシスタントに送った場合、特定部２８は、連携機能管理テ
ーブルにおいて、当該複数のファイルのそれぞれのファイル形式の組み合わせに対応付け
られている連携機能を特定する。その連携機能に関する情報はＵＩ部２０の表示部に表示
される。なお、図３０には、２つのファイル形式の組み合わせが示されているが、３つ以
上のファイル形式の組み合わせと連携機能との対応付けが連携機能管理テーブルに登録さ
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れていてもよい。
【０２７９】
　以下、図３０に示されている各連携機能について説明する。
【０２８０】
　図３０中の「文書形式」は、テキスト形式（拡張子が「.txt」である）やドキュメント
形式（拡張子が「.doc」や「.docx」である）である。「表形式」は、拡張子が「.csv」
や「.xls」等で表現される形式である。画像形式は、拡張子が「.jpeg」や「.pdf」等で
表現される形式である。動画形式は、拡張子が「.avi」や「.mpeg」等で表現される形式
である。シート形式は、拡張子が「.ppt」等で表現される形式である。図３０には、図形
形式や音声形式が示されていないが、これらを含む組み合わせと連携機能との対応付けが
連携機能管理テーブルに登録されてもよい。もちろん、図３０に示されているファイル形
式以外のファイル形式を含む組み合わせと連携機能との対応付けが定められて連携機能管
理テーブルに登録されてもよい。
【０２８１】
　以下、図３０に示されている各連携機能について説明する。ユーザによって文書ファイ
ルＡと表計算ファイルＢが操作アシスタントに送られた場合、文書形式と表形式との組み
合わせに対応付けられている「表を文書に挿入する機能」と「文書を表に挿入する機能」
が連携機能として特定される。「表を文書に挿入する機能」は、文書ファイルＡによって
表される文書中に、表計算ファイルＢによって表される表を挿入する機能である。「文書
を表に挿入する機能」は、上記の表計算ファイルＢによって表される表中に、文書ファイ
ルＡによって表される文書を挿入する機能である。
【０２８２】
　ユーザによって文書ファイルＡと画像ファイルＣが操作アシスタントに送られた場合、
文書形式と画像形式との組み合わせに対応付けられている「画像を文書に挿入する機能」
と「文書を画像上に重畳する機能」が連携機能として特定される。「画像を文書に挿入す
る機能」は、文書ファイルＡによって表される文書に、画像ファイルＣによって表される
画像を挿入する機能である。「文書を画像上に重畳する機能」は、画像ファイルＣによっ
て表される画像上に、文書ファイルＡによって表される文書を重畳する機能である。
【０２８３】
　ユーザによって文書ファイルＡと動画ファイルＤが操作アシスタントに送られた場合、
文書形式と動画形式との組み合わせに対応付けられている「動画を文書に挿入する機能」
と「静止画を文書に挿入する機能」が連携機能として特定される。「動画を文書に挿入す
る機能」は、文書ファイルＡによって表される文書に、動画ファイルＤによって表される
動画を挿入する機能である。「静止画を文書に挿入するという機能」は、文書ファイルＡ
によって表される文書に、動画ファイルＤを構成する１又は複数のフレーム（静止画）を
挿入する機能である。例えば、文書ファイルＡは、動画に対応していない文書ファイル、
つまり、動画を挿入することができないファイルに該当する場合において、「静止画を文
書に挿入する機能」が実行された場合、動画ファイルＤ中の１又は複数フレーム（静止画
）が、文書ファイルＡによって表される文書に挿入される。
【０２８４】
　同一のファイル形式を有する複数のファイルがユーザによって選択されてもよい。例え
ば、ユーザによって文書ファイルＡ１，Ａ２が操作アシスタントに送られた場合、文書形
式と文書形式との組み合わせに対応付けられている「文書同士を合体する機能」が連携機
能として特定される。「文書同士を合体する機能」は、文書ファイルＡ１，Ａ２が表す文
書を合体する（例えば、２つの文書を結合する）ことで、文書ファイルＡ１，Ａ２を残し
つつ、又は、文書ファイルＡ１，Ａ２を残さずに、別の新たな文書ファイルＡ３を生成す
る機能である。
【０２８５】
　ユーザによって表計算ファイルＢ１，Ｂ２が操作アシスタントに送られた場合、表形式
と表形式との組み合わせに対応付けられている「表同士を合体する機能」が連携機能とし
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て特定される。「表同士を合体する機能」は、表計算ファイルＢ１，Ｂ２が表す表を合体
する（例えば、２つの表を結合する）ことで、表計算ファイルＢ１，Ｂ２を残しつつ、又
は、表計算ファイルＢ１，Ｂ２を残さずに、別の新たな表計算ファイルＢ３を生成する機
能である。
【０２８６】
　ユーザによって動画ファイルＤ１，Ｄ２が操作アシスタントに送られた場合、動画形式
と動画形式との組み合わせに対応付けられている「動画同士を合体する機能」が連携機能
として特定される。「動画同士を合体する機能」は、動画ファイルＤ１，Ｄ２が表す動画
を合体する（例えば、２つの動画を結合する）ことで、動画ファイルＤ１，Ｄ２を残しつ
つ、又は、動画ファイルＤ１，Ｄ２を残さずに、別の新たな動画ファイルＤ３を生成する
機能である。
【０２８７】
　その他、ユーザによってプレゼンテーション用ファイルＥと文書ファイルＡが操作アシ
スタントに送られた場合、シート形式と文書形式との組み合わせに対応付けられている「
文書をプレゼンテーション用シートに挿入する機能」が連携機能として特定される。「文
書をプレゼンテーション用シートに挿入する機能」は、プレゼンテーション用ファイルＥ
によって表されるシートに、文書ファイルＡによって表される文書を挿入する機能である
。
【０２８８】
　第４実施形態に係る端末装置１０の動作について詳しく説明する。
【０２８９】
　図３１には、画面４８が示されている。画面４８には、各種のファイルに紐付く画像（
例えばアイコン）や、各種のソフトウェアに紐付く画像（例えばアイコン）が表示される
。
【０２９０】
　図３１に示す例では、文書ファイルＡに紐付くファイル画像１０４と画像ファイルＣに
紐付くファイル画像１０６が、画面４８に表示されている。また、操作アシスタントに紐
付くアシスタント画像５０が表示されている。
【０２９１】
　例えば、ユーザが、矢印１０８で示すように、ファイル画像１０４をアシスタント画像
５０に繋げ、矢印１１０で示すように、ファイル画像１０６をアシスタント画像５０に繋
げた場合、特定部２８は、ファイル画像１０４に紐付く文書ファイルＡとファイル画像１
０６に紐付く画像ファイルＣを連携対象のファイルとして識別する。また、特定部２８は
、文書ファイルＡの拡張子（例えば、文書ファイルＡの属性情報として文書ファイルＡに
紐付けられている拡張子）に基づいて文書ファイルＡのファイル形式を識別する。同様に
、特定部２８は、画像ファイルＣの拡張子（例えば、画像ファイルＣの属性情報として画
像ファイルＣに紐付けられている拡張子）に基づいて画像ファイルＣのファイル形式を識
別する。なお、拡張子は、ファイル名に含まれている場合がある。文書ファイルＡの拡張
子が、「.txt」や「.docx」等のように文書形式を表す拡張子に該当する場合、特定部２
８は、文書ファイルＡのファイル形式は文書形式であると識別する。画像ファイルＣの拡
張子が、「.jpeg」等のように画像形式を表す拡張子に該当する場合、特定部２８は、画
像ファイルＣのファイル形式は画像形式であると識別する。そして、特定部２８は、図３
０に示されている連携機能管理テーブルにおいて、文書形式と画像形式との組み合わせに
対応付けられている連携機能（「画像を文書に挿入する機能」と「文書を画像上に重畳す
る機能」）を特定する。その連携機能に関する情報は、ＵＩ部２０の表示部に表示される
。ファイル画像１０４，１０６がアシスタント画像５０上に重ねられた場合も同様である
。なお、ファイル画像１０４，１０６をアシスタント画像５０に繋げる順番や重ねる順番
は、上記の順番と逆であってもよい。
【０２９２】
　なお、３個以上のファイル画像がアシスタント画像５０に渡された場合、３個以上のフ
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ァイルの形式の組み合わせに対応付けられている連携機能に関する情報が表示されてもよ
い。
【０２９３】
　図３２には、連携機能の表示例が示されている。画面６０には、特定部２８によって特
定された連携機能を示す情報が表示される。上記の例では、連携機能としての「画像を文
書に挿入する機能」を示す情報と、「文書を画像上に重畳する機能」を示す情報が、画面
６０に表示される。
【０２９４】
　ユーザが画面６０上で連携機能を指定して実行指示を与えた場合、制御部２６は、その
指定された連携機能を実行する。例えば、「画像を文書に挿入する機能」の実行指示がユ
ーザによって与えられた場合、制御部２６は、文書ファイルＡによって表される文書中に
、画像ファイルＣによって表される画像を挿入する。
【０２９５】
　より詳しく説明すると、制御部２６は、文書アプリケーションと画像アプリケーション
を起動させる。文書アプリケーションは、文書形式を有するファイルの生成や編集や表示
を行う機能を有するソフトウェア（プログラム）である。画像アプリケーションは、画像
形式を有するファイルの生成や編集や表示を行う機能を有するソフトウェア（プログラム
）である。なお、文書アプリケーションは、文書ファイルＡに予め紐付けられていてもよ
いし、画像アプリケーションは、画像ファイルＣに予め紐付けられていてもよい。制御部
２６は、画像アプリケーションが有する機能を利用することで、画像ファイルＣから画像
をコピーし、文書アプリケーションが有する機能を利用することで、文書ファイルＡによ
って表される文書中に当該画像を貼り付ける。これにより、画像が挿入された文書が生成
される。なお、制御部２６は、画像アプリケーションが有る機能を利用することで、画像
ファイルＣによって表される画像から特定部分を表す部分画像を抽出し、その部分画像を
文書中に貼り付けてもよい。文書において画像が貼り付けられる領域は、予め定められた
領域であってもよいし、ユーザによって指定された領域であってもよいし、その画像に関
連する文字列が記述されていると推測される領域であってもよい。例えば、制御部２６は
、画像に表されている特徴部分を表現する文字列を推測や検索し、文書において、その文
字列と同一又は類似の意味を有する文字列が記述されている領域を、画像に関連する文字
列が記述されている領域であると推測する。もちろん、別の手法によって、その領域が推
測されてもよい。
【０２９６】
　「文書を画像上に重畳する機能」の実行指示がユーザによって与えられた場合も上記と
同様に、文書アプリケーションが有する機能によって、文書ファイルＡによって表される
文書の全部又は一部がコピーされ、コピーされた文書が、画像ファイルＣによって表され
る画像上に重畳される。文書においてコピーされる部分は、予め定められていてもよいし
、ユーザによって指定されてもよい。また、画像において文書が重畳される部分は、予め
定められていてもよいし、ユーザによって指定されてもよい。
【０２９７】
　制御部２６は、連携機能を実行することで新たなファイルを生成してもよい。この場合
、連携対象として選択された複数のファイル自体は編集されない。例えば、文書ファイル
Ａと画像ファイルＣが連携対象のファイルとして選択され、例えば「画像を文書に挿入す
る機能」の実行指示が与えられた場合、制御部２６は、文書ファイルＡによって表される
文書中に画像ファイルＣによって表される画像を貼り付けることで、新たな文書ファイル
ＡＣを生成する。この場合、制御部２６は、文書ファイルＡＣに紐付く新たなファイル画
像（例えばアイコン）を生成し、そのファイル画像を画面４８に表示させる。この場合、
文書ファイルＡと画像ファイルＣ自体は編集されず、ファイル画像１０４，１０６は画面
４８に表示される。
【０２９８】
　「文書を画像上に重畳する機能」の実行指示が与えられた場合も同様に、制御部２６は
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、画像ファイルＣによって表される画像上に、文書ファイルＡによって表される文書の全
部又は一部を重畳させることで、新たな画像ファイルＣＡを生成し、その画像ファイルＣ
Ａに紐付く新たな画像を生成する。その新たな画像は画面４８に表示される。この場合も
、文書ファイルＡと画像ファイルＣ自体は編集されず、ファイル画像１０４，１０６は画
面４８に表示される。
【０２９９】
　別の例として、制御部２６は、連携機能を実行することで、新たなファイルを生成せず
に、連携対象として選択されたファイル自体を編集（加工等を含む）してもよい。上記の
例で説明すると、制御部２６は、文書ファイルＡによって表される文書中に画像ファイル
Ｃによって表される画像を貼り付け、その画像の貼り付けが反映された文書ファイルを文
書ファイルＡとして保存する。この場合、文書ファイルＡが更新される。
【０３００】
　以上のように第４実施形態によれば、ファイル画像を操作アシスタントに渡すことで、
連携機能に関する情報が表示される。このように、操作アシスタントを利用した簡易な操
作によって、連携機能に関する情報が提供される。
【０３０１】
　第４実施形態においては、ファイル同士の主従関係に応じて、連携機能に関する情報の
表示や、実行される連携機能が変更されてもよい。例えば、ファイルに表されるコンテン
ツ自体の編集が可能なファイルが主ファイルに該当し、コンテンツ自体の編集が不可能な
ファイルが従ファイルに該当する。一例として、文書ファイルに表される文書自体の編集
が可能な場合、当該文書ファイルは主ファイルに該当する。また、画像ファイルに表され
る画像自体の編集が不可能な場合（つまり、画像上にコンテンツを重畳させることは可能
であるが、当該画像自体の編集が不可能な場合）、当該画像ファイルは従ファイルに該当
する。他のファイルについても同様である。もちろん、文書ファイルであっても、文書の
編集が不可能な文書ファイルは従ファイルに該当し、画像ファイルであっても、画像の編
集が可能な画像ファイルは主ファイルに該当する。
【０３０２】
　特定部２８は、ファイル形式（つまり拡張子）に基づいて、ファイルが主ファイル又は
従ファイルの何れかに該当するのかを判断してもよい。例えば、特定部２８は、文書形式
を有するファイル、表形式を有するファイル、シート形式を有するファイル、及び、図形
形式を有するファイルは、主ファイルに該当すると判断し、画像形式を有するファイル、
動画形式を有するファイル、及び、音声形式を有するファイルは、従ファイルに該当する
と判断してもよい。もちろん、ファイルが主ファイル又は従ファイルの何れかに該当する
のかという判断は、ファイル形式によって一概に判断されずに、連携対象として選択され
たファイルを個別的に判断することで、当該ファイルが主ファイル又は従ファイルの何れ
かに該当するのかを判断してもよい。例えば、画像形式を有するファイルであっても、画
像の編集が可能なファイルであれば、当該ファイルは主ファイルに該当してもよい。
【０３０３】
　例えば、文書ファイルＡに紐付くファイル画像１０４と画像ファイルＣに紐付くファイ
ル画像１０６が、アシスタント画像５０に繋げられたり重ねられたりした場合、特定部２
８は、文書ファイルＡに紐付く拡張子に基づいて、文書ファイルＡが主ファイル又は従フ
ァイルの何れかに該当するのかを判断し、画像ファイルＣに紐付く拡張子に基づいて、画
像ファイルＣが主ファイル又は従ファイルの何れかに該当するのかを判断する。文書ファ
イルＡの拡張子は、例えば「.docx」であり、画像ファイルＣの拡張子は、例えば「.jpeg
」であるものとする。この場合、文書ファイルＡは、文書形式を有し編集可能なファイル
に該当するため、特定部２８は、文書ファイルＡが主ファイルに該当すると判断する。ま
た、画像ファイルＣは、画像形式を有し編集不可能なファイルに該当するため、特定部２
８は、画像ファイルＣが従ファイルに該当すると判断する。もちろん、特定部２８は、拡
張子に基づいて判断せずに、文書ファイルＡと画像ファイルＣを個別的に判断することで
、文書ファイルＡと画像ファイルＣが編集可能なファイルに該当するか否かを判断しても
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よい。
【０３０４】
　文書ファイルＡが主ファイルに該当し、画像ファイルＣが従ファイルに該当するため、
画像ファイルＣに表された画像が貼り付け対象のコンテンツに該当し、文書ファイルＡに
表された文書が当該画像の貼り付け先のコンテンツに該当する。この場合、特定部２８は
、「画像を文書に挿入する機能」を連携機能として特定する。制御部２６は、「画像を文
書に挿入する機能」に関する情報をＵＩ部２０の表示部に表示させる。特定部２８によっ
て複数の連携機能が特定された場合、制御部２６は、複数の連携機能に関する情報をＵＩ
部２０の表示部に表示させる。
【０３０５】
　また、制御部２６は、図３０に示されている連携機能管理テーブルに登録されている複
数の連携機能の中で、ファイルの主従関係に基づいて特定された連携機能に関する情報を
、他の連携機能に関する情報よりも優先的にＵＩ部２０の表示部に表示させてもよい。文
書ファイルＡと画像ファイルＣを例に挙げて説明すると、文書形式と画像形式との組み合
わせに対応する連携機能として、「画像を文書に挿入する機能」と「文書を画像上に重畳
する機能」が連携機能管理テーブルに登録されている（図３０参照）。この場合、特定部
２８は、ファイルの主従関係に基づいて特定された「画像を文書に挿入する機能」を優先
順位が「１位」の連携機能として特定し、「文書を画像上に重畳する機能」を優先順位が
「２位」の連携機能として特定する。制御部２６は、優先順位に従って、「画像を文書に
挿入する機能」に関する情報を「文書を画像上に重畳する機能」に関する情報よりも優先
的に（例えば上位に）ＵＩ部２０の表示部に表示させる。
【０３０６】
　また、ファイルの主従関係に基づいて複数の連携機能が特定された場合、制御部２６は
、ユーザによる各連携機能の使用履歴に基づいて各連携機能の優先順位を決定し、各連携
機能の優先順位に従って、各連携機能に関する情報をＵＩ部２０の表示部に表示させても
よい。例えば、制御部２６は、使用頻度の高い連携機能に関する情報ほど優先的に（例え
ば上位に）ＵＩ部２０の表示部に表示させる。
【０３０７】
　また、ファイルの主従関係に基づいて複数の連携機能が特定された場合、制御部２６は
、連携対象として選択された複数のファイルの関係性（つまり、複数のファイル形式の関
係性）に基づいて各連携機能の優先順位を決定し、各連携機能の優先順位に従って、各連
携機能に関する情報をＵＩ部２０の表示部に表示させてもよい。例えば、制御部２６は、
複数のファイル形式に基づいて、特定部２８によって特定された複数の連携機能に含まれ
る各連携機能について、使用される可能性の高さを決定する。制御部２６は、使用される
可能性が高い連携機能に関する情報ほど優先的に（例えば上位に）ＵＩ部２０の表示部に
表示させる。例えば、文書形式と画像形式との組み合わせにおいては、「文書を画像上に
重畳する機能」よりも「画像を文書に挿入する機能」の方が使用される可能性が高いと予
測される。この場合、制御部２６は、「画像を文書に挿入する機能」に関する情報を「文
書を画像上に重畳する機能」に関する情報よりも優先的にＵＩ部２０の表示部に表示させ
る。
【０３０８】
　なお、第４実施形態においても、第１実施形態と同様に、予め定められた制限時間内に
複数のファイルの情報が操作アシスタントに送られた場合、当該複数のファイルの形式に
対応付けられている連携機能に関する情報が表示され、当該制限時間内に１つのファイル
の情報が操作アシスタントに送られた場合、当該ファイルに紐付けられている機能に関す
る情報（例えばソフトウェアに関する情報）が表示されてもよい。
【０３０９】
　例えば、ユーザがファイル画像１０４をアシスタント画像５０に繋げた時点から制限時
間内に他のファイル画像をアシスタント画像５０に繋げなかった場合、ファイル画像１０
４に紐付く機能（ソフトウェア）に関する情報が表示されてもよいし、当該ソフトウェア
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が起動させられてもよい。ユーザが、その制限時間内に他のファイル画像（例えばファイ
ル画像１０６）をアシスタント画像５０に繋げた場合、ファイル画像１０４に紐付くファ
イルの形式とファイル画像１０６に紐付くファイルの形式との組み合わせに対応付けられ
ている連携機能に関する情報が表示される。ファイル画像をアシスタント画像５０に重ね
る操作が行われる場合も同様である。
【０３１０】
　このように制限時間を設けることで、第４実施形態においても、連携機能又は単独機能
の提供の切り替えが可能となる。
【０３１１】
　また、第４実施形態においても、第１実施形態の変形例１から変形例１０が適用されて
もよい。
【０３１２】
　例えば、変形例１が適用されることで、ファイル画像がアシスタント画像５０に重ねら
れた場合に連携機能に関する情報が表示されてもよいし、複数のファイル画像の重ね合わ
せの結果、合成画像が生成されてもよい。
【０３１３】
　なお、別の操作例として、複数のファイル画像がユーザによって選択され（例えば、画
面上において複数のファイル画像を囲む操作が行われることで当該複数のファイル画像が
選択される）、当該複数のファイル画像がまとめてアシスタント画像５０に繋げられたり
重ねられたりしてもよい。このような操作によっても、当該複数のファイル画像のそれぞ
れに紐付くファイルが、連携対象のファイルとして識別される。
【０３１４】
　また、変形例２が適用されることで、ファイル画像がアシスタント画像５０に吸い込ま
れる表示演出や、実行可能な連携機能が存在しない場合に、ファイル画像がアシスタント
画像５０から吐き出される表示演出が実行されてもよい。
【０３１５】
　また、変形例３が適用されることで、ファイル画像をアシスタント画像５０に繋げる順
番や重ねる順番に応じて、連携機能の表示が制御されてもよい。この場合、図１６に示さ
れている連携機能管理テーブルと同様に、第４実施形態に係る連携機能管理テーブルにお
いても、ファイル画像の接続順と優先順位が定められている。
【０３１６】
　また、変形例４が適用されることで、ファイル画像内の部分毎に更に異なる機能が割り
当てられてもよい。この場合、部分画像がアシスタント画像５０に繋げられたり重ねられ
たりした場合、当該部分画像に紐付く機能を利用して実行可能な連携機能に関する情報が
表示される。また、変形例３，４の組み合わせが第４実施形態に適用されてもよい。
【０３１７】
　また、変形例５が適用されることで、操作アシスタントが得た情報に応じて連携機能の
表示が制御されてもよい。例えば、操作アシスタントは、学習機能によって、ファイルの
利用履歴を示す情報、ソフトウェアの実行状況を示す情報、ユーザに関する情報（操作履
歴や行動履歴を示す情報）、ユーザのスケジュールを示す情報等を取得し、これらの情報
を用いて連携機能の表示を制御してもよい。
【０３１８】
　また、変形例６が適用されることで、ファイル毎（例えばソフトウェア毎）に操作アシ
スタントが割り当てられて、各ファイルに紐付くアシスタント画像５０がＵＩ部２０の表
示部に表示されてもよい。各操作アシスタントは、自身に割り当てられているファイル（
例えばソフトウェア）を管理してもよいし、自身に割り当てられているファイルに関する
ユーザからの問い合わせに対して回答を作成して発してもよい。制御部２６は、例えば、
複数の操作アシスタントが共有している情報（例えば、ソフトウェアの利用履歴やソフト
ウェアの状態等の情報）に応じて、連携機能に関する情報を変える。
【０３１９】
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　また、変形例７が適用されることで、連携対象となるファイルが推奨されてもよい。例
えば、ユーザがファイル画像をアシスタント画像５０に繋げたり重ねたりした場合、特定
部２８は、連携機能管理テーブルを参照することで、そのファイル画像に紐付くファイル
との組み合わせで連携機能の実行が可能なファイル（又はファイル形式）を特定してもよ
い。また、特定部２８は、連携機能の使用履歴に基づいてファイル（又はファイル形式）
を推奨してもよいし、使用頻度が比較的に高いファイル（又はファイル形式）や機能を推
奨してもよい。
【０３２０】
　また、変形例８が適用されることで、操作アシスタントが他の操作アシスタントとの間
で共有した情報に基づいて、連携機能に用いられるファイル（又はファイル形式）が推奨
されてもよい。
【０３２１】
　また、変形例９が適用されることで、音声入力によって、連携対象のファイルに関する
情報が端末装置１０に入力されてもよい。
【０３２２】
　また、変形例１０が適用されることで、ファイル画像がアシスタント画像５０上に予め
定められた時間以上の間、重ねられた場合に、当該ファイル画像に紐付くファイルが連携
対象のファイルとして識別されてもよい。また、画面４８上を指示子でなぞる場合も同様
である。
【０３２３】
　第４実施形態において、特定部２８は、連携対象として操作アシスタントに渡された複
数のファイルの名称（ファイル名）に応じた連携機能を特定してもよい。そのための連携
機能管理テーブルにおいては、ファイル名の組み合わせと連携機能とが互いに対応付けら
れており、特定部２８は、その連携機能管理テーブルを参照することで、操作アシスタン
トに渡されたファイルの名称（ファイル名）の組み合わせに対応付けられている連携機能
を特定する。
【０３２４】
　また、特定部２８は、操作アシスタントに渡されたファイルの名称に基づいて、コンテ
ンツが追加されるファイルを特定してもよい。例えば、操作アシスタントに渡されたファ
イルの名称（ファイル名）に、文字列「台帳」、「まとめ」、「管理」、「統計」、「グ
ラフ」、「表」、「リスト」等のように、データをまとめるファイル（つまり、他のデー
タのコンテンツが追加されることが想定又は予測されるファイル）であることを示唆する
文字列が含まれている場合、特定部２８は、当該ファイルを、コンテンツの追加先のファ
イル（第２ファイルに相当）として識別する。また、特定部２８は、上記のまとめ用の文
字列が含まれないファイル名を有するファイルや、コンテンツ（材料）を提供するファイ
ルであることを示唆する文字列が含まれるファイル名を有するファイルを、追加対象のコ
ンテンツ（追加対象の材料）を含むファイル（第１ファイルに相当）として識別する。例
えば、文字列「レシート」、「伝票」、「個人データ」、「機器データ」等が含まれるフ
ァイル名を有するファイルは、上記のまとめ用のファイルに該当せず、また、コンテンツ
（材料）を提供するファイルであると判断される。
【０３２５】
　例えば、連携対象のファイルとして文書ファイルＡ１，Ａ２が操作アシスタントに渡さ
れた場合において、文書ファイルＡ１が、上記のまとめ用の文字列を含むファイル名を有
し、文書ファイルＡ２が、まとめ用の文字列を含まず材料提供用の文字列を含むファイル
名を有する場合、特定部２８は、材料側の文書ファイルＡ２をまとめ用の文書ファイルＡ
１に記入、複製、統計処理等を行う連携機能を、優先的な連携機能として特定する。制御
部２６は、その優先的な連携機能を、他の連携機能よりも優先的にＵＩ部２０に表示させ
る。
【０３２６】
　なお、連携対象の組み合わせは、上記の第１実施形態から第４実施形態における組み合
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わせに限定されるものではない。例えば、機器、機能（機器によって実行される機能とソ
フトウェアによって実行される機能を含む）、ファイル、及び、ソフトウェアの中の少な
くとも２つの組み合わせが連携対象として選択された場合、その組み合わせを使用して実
行可能な連携機能の通知が制御されてもよい。例えば、機器画像とファイル画像がアシス
タント画像５０に渡された場合、特定部２８は、当該機器画像に紐付く機器と当該ファイ
ル画像に紐付くファイルとを使用して実行可能な連携機能を特定し、制御部２６は、その
連携機能に関する情報の通知として、その連携機能に関する情報をＵＩ部２０の表示部に
表示させてもよいし、音声情報として出力してもよい。具体例を挙げて説明すると、複合
機Ｂに紐付く機器画像と文書ファイルに紐付くファイル画像とがアシスタント画像５０に
渡された場合、特定部２８は、複合機Ｂと文書ファイルとを使用して実行可能な連携機能
（例えば、文書ファイルを複合機Ｂによって印刷する機能や、文書ファイルを複合機Ｂに
よってファクシミリ送信する機能等）を特定する。制御部２６は、その連携機能に関する
情報の通知を制御する。同様に、ソフトウェアに紐付く機能画像とファイル画像がアシス
タント画像５０に渡された場合、特定部２８は、当該機能画像に紐付く機能と当該ファイ
ル画像に紐付くファイルとを使用して実行可能な連携機能を特定し、制御部２６は、その
連携機能に関する情報の通知を制御してもよい。具体例を挙げて説明すると、文書アプリ
ケーションに紐付く機能画像と文書ファイルに紐付くファイル画像とがアシスタント画像
５０に渡された場合、特定部２８は、文書アプリケーションと文書ファイルとを使用して
実行可能な連携機能（例えば、文書アプリケーションによって文書ファイルを編集する機
能や出力する機能等）を特定する。また、機器画像と機能画像とファイル画像がアシスタ
ント画像５０に渡された場合、特定部２８は、当該機器画像に紐付く機器と当該機能画像
に紐付く機能（例えばソフトウェア）と当該ファイル画像に紐付くファイルとを使用して
実行可能な連携機能を特定し、制御部２６は、その連携機能に関する情報の通知を制御し
てもよい。具体例を挙げて説明すると、複合機Ｂに紐付く機器画像と、文書アプリケーシ
ョンに紐付く機能画像と、文書ファイルに紐付くファイル画像が、アシスタント画像５０
に渡された場合、特定部２８は、複合機Ｂと文書アプリケーションと文書ファイルとを使
用して実行可能な連携機能（例えば、文書アプリケーションによって文書ファイルを編集
して複合機Ｂに出力し、複合機Ｂにて当該文書ファイルを印刷やファクシミリ送信する機
能等）を特定する。上記の具体例における組み合わせは一例に過ぎず、上記以外の機器、
機能、ファイル、ソフトウェアを組み合わせて実行可能な連携機能が定められてもよい。
また、機器、機能、ファイル、及び、ソフトウェアの情報を、音声によって操作アシスタ
ントに伝えてもよい。
【０３２７】
　上記の第１実施形態から第４実施形態、及び、変形例１から変形例１０は、ＲＰＡ（Ro
botics Process Automation）による自動実行処理を設定するときに適用されてもよい。
例えば、機器や機能やファイルに関する情報が設定者によって操作アシスタントに渡され
た場合、その渡された情報の組み合わせ、及び、その組み合わせに対応付けられている連
携機能が、設定内容として保存され、その設定内容に従って処理が実行される。ＲＰＡと
して、例えば、データ入力や複数のアプリケーションソフトウェアの組み合わせで実行可
能な作業等の定型処理、データの収集や分析等の処理、データに基づいて学習して判断す
る処理、等が行われてもよい。
【０３２８】
　上記の端末装置１０、機器１２，１４及びサーバ１６のそれぞれは、一例としてハード
ウェアとソフトウェアとの協働により実現される。具体的には、端末装置１０、機器１２
，１４及びサーバ１６のそれぞれは、図示しないＣＰＵ等の１又は複数のプロセッサを備
えている。当該１又は複数のプロセッサが、図示しない記憶装置に記憶されたプログラム
を読み出して実行することにより、端末装置１０、機器１２，１４及びサーバ１６のそれ
ぞれの各部の機能が実現される。上記プログラムは、ＣＤやＤＶＤ等の記録媒体を経由し
て、又は、ネットワーク等の通信経路を経由して、記憶装置に記憶される。別の例として
、端末装置１０、機器１２，１４及びサーバ１６のそれぞれの各部は、例えばプロセッサ



(52) JP 2019-49899 A 2019.3.28

や電子回路やＡＳＩＣ（Application Specific Integrated Circuit）等のハードウェア
資源により実現されてもよい。その実現においてメモリ等のデバイスが利用されてもよい
。更に別の例として、端末装置１０、機器１２，１４及びサーバ１６のそれぞれの各部は
、ＤＳＰ（Digital Signal Processor）やＦＰＧＡ（Field Programmable Gate Array）
等によって実現されてもよい。
【符号の説明】
【０３２９】
　１０　端末装置、１２，１４　機器、１６　サーバ、２６　制御部、２８　特定部。
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